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２００７年２月期   決算短信（連結）            2007 年４月４日 
上場会社名 イオンクレジットサービス株式会社           上場取引所 東証市場第一部 
コード番号 ８５７０                     本社所在都道府県 東京都 

（URL http：//www.aeoncredit.co.jp) 

代 表 者 役職名  代 表 取 締 役 社 長  氏名 森  美樹 
問合せ先責任者 役職名  取締役財務経理本部長  氏名 玉井 貢    TEL(03)5281－2057 
決算取締役会開催日 2007 年４月４日    

親会社等の名称 イオン㈱（コード番号：8267）           親会社等における当社の議決権所有比率 50.3％ 

米国会計基準採用の有無 無 

１．２００７年２月期の連結業績(２００６年２月２１日～２００７年２月２０日) 

(1)連結経営成績           （記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。） 

 営業収益 営業利益 経常利益 

 
2007 年 2 月期 
2006 年 2 月期 

百万円  ％
１７３,４８１（１９.８）
１４４,７５１（１７.９）

百万円  ％ 
 ４０,９５５（ １.８） 
４０,２３１（１５.０） 

百万円  ％
４１,０１８（ ２.１）
４０,１７０（１４.５）

 
 

当期純利益 
1 株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
1株当たり当期純利益

自己資本 
当期純利益率 

総 資 産
経常利益率

営業収益
経常利益率

 
2007 年 2 月期 
2006 年 2 月期 

百万円  ％
２０,５９２（△３.２）
２１,２６２（１３.８）

円 銭
131 23 
405 22 

円 銭
― ― 
― ― 

％ 
14.0 
16.6 

％
5.4
6.4

％
23.6
27.8

(注)①持分法投資損益 2007 年 2 月期 33 百万円  2006 年 2 月期 ９百万円 
  ②期中平均株式数(連結) 2007 年 2 月期 156,914,060 株  2006 年 2 月期 52,305,330 株 
    ③会計処理の方法の変更  有 
   ④営業収益、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
  ⑤2006 年 1 月 12 日開催の取締役会決議により、2006 年 2 月 20 日最終の株主に対して 2006 年 2月 21 日付をもって、

普通株式 1株につき 3株の割合で株式分割しております。なお、1株当たり指標遡及修正値については、40 頁に記
載しております。 

(2)連結財政状態 

 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 
2007 年 2 月期 
2006 年 2 月期 

百万円
８３４,２５４ 
６８９,３５６ 

百万円
１７２,６１１
１３８,６９１

％ 
１８.６ 
２０.１ 

円  銭
９９１ ０７ 

２,６５０ ３２ 
(注)期末発行済株式数(連結) 2007 年 2 月期 156,914,239 株  2006 年 2 月期 52,304,694 株 

(3)連結キャッシュ・フローの状況 

 営業活動による 

キャッシュ・フロー 

投資活動による

キャッシュ・フロー

財務活動による 

キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物

期 末 残 高

 
2007 年 2 月期 
2006 年 2 月期 

百万円
△６４,２３５ 
△５９,６４２ 

百万円
△１０,０７７ 

     △７,７２８ 

百万円 
７９,６６４ 
６６,９６０ 

百万円
２５,８６９ 
１６,４９９ 

 
(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
  連結子会社数  17 社  持分法適用非連結子会社数 ―社 持分法適用関連会社数 １社 
(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
連結 (新規)   ５社 (除外)  －社    持分法 (新規)  －社 (除外)  １社 

２．２００８年２月期の連結業績予想(２００７年２月２１日～２００８年２月２０日) 

 営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益 

 
中 間 期 
（対前年同期増減率） 
通   期 

（対前期増減率） 

百万円 
８８,０００ 
（５.１％） 

１８５,０００ 
（６.６％） 

百万円
１８,９００ 
（０.１％）
４１,０００ 
（０.１％）

百万円 
  １８,９００ 

（０.２％） 
   ４１,２００ 

（０.４％） 

百万円
    ９,８００ 

（０.７％）
   ２０,７００ 
  （０.５％）

(参考)１株当たり予想当期純利益（通期）131 円 92 銭 

 ※上記数値予想は、本資料の発表日現在における将来の見通し、計画のもととなる前提、予測を含んで記載しております。 

実際の業績は、今後様々な要因によって上記予想と異なる結果となる可能性があります。 

 なお、上記業績予想に関する事項は、添付書類 11 頁をご参照下さい。 
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１．企業集団の状況 
 
（１）当社グループは、当社及び連結子会社 17 社並びに持分法適用関連会社１社で構成され、当社の親会社 

である総合小売業を営むイオン株式会社をはじめとするグループ各社と一体となり、それぞれの地域に

おいてクレジットカードを中心とした｢金融サービス事業｣を展開しております。あわせて、｢その他の事

業｣としてコールセンター、保険代理店事業等の拡充に努め、各社が連携してお客さまと直結したサービ

スの提供に取り組んでおります。 

（２）当社グループの事業概要及び当社グループ各社との関連を以下に図示しております。 
 

お 客 さ ま 

            金融サービス等の提供 

 

                    

 

        

       商品・サービス等 

  の提供 

 

 

                   

 

 

 

 

           加盟店契約 

             

 
 

 

 

                   

 

 

 

 

 

※連結子会社 

○持分法適用関連会社 

                                           
 
 

 
 
（注）１．AEON CREDIT SERVICE（ASIA）CO.,LTD.は、香港証券取引所に上場しております。 
   ２．AEON THANA SINSAP（THAILAND）PLC.は、タイ証券取引所に上場しております。 
     ３. PT.AEON CREDIT SERVICE INDONESIAは株式取得、AEON CREDIT GUARANTEE（CHINA）CO.,LTD.及び ACS LIFE INSURANCE 

BROKER（THAILAND）CO.,LTD.は会社設立により新たに連結子会社となっております。 
４．NIHON（HONG KONG）COMPANY LIMITED は、在外子会社の現地法令の改正により連結範囲が変更となったことに
伴い、新たに連結子会社となっております。 

５．債権流動化に伴い Horizon Master Trust（AEON 2006-1）を設立し、新たに連結子会社として連結範囲に含め
ております。 

   ６．AEON CREDIT SERVICE（M）BERHAD は、AEON CREDIT SERVICE（M）SDN.BHD.から社名変更しております。 
   ７．株式会社イオンビスティーは、株式売却により持分法適用会社から除外いたしました。 

 

 

＜海外＞ 
［金融サービス事業］ 
※AEON CREDIT SERVICE（ASIA）CO.,LTD.   （中国・香港） 
※AEON THANA SINSAP（THAILAND）PLC.       （タイ） 
※ACS CAPITAL CORPORATION LTD.              （タイ） 

※AEON CREDIT SERVICE（M）BERHAD      （マレーシア） 

※AEON CREDIT SERVICE（TAIWAN）CO.,LTD.     （台湾） 

※AEON CREDIT CARD（TAIWAN）CO.,LTD.       （台湾） 

※PT.AEON CREDIT SERVICE INDONESIA    (インドネシア) 

※AEON CREDIT GUARANTEE (CHINA) CO.,LTD.     （中国） 
 

［その他事業］ 

※AEON INFORMATION SERVICE（SHENZHEN）CO.,LTD. 

              （コールセンター）（中国・深圳） 
※ACS INSURANCE BROKER(THAILAND) CO.,LTD. 

（保険代理店）        (タイ)  

※ACS LIFE INSURANCE BROKER (THAILAND) CO.,LTD.  

(保険代理店)         (タイ) 

※Eternal 3 Special Purpose Vehicle Co.,Ltd.  （タイ) 

※NIHON (HONG KONG) COMPANY LIMITED         (香港) 

※Horizon Master Trust（AEON 2006-1）     （香港） 

（金融サービス事業） 

イオンクレジットサービス㈱ 
（連結財務諸表提出会社） 

＜国内＞ 
［金融サービス事業］ 
※エー・シー・エス債権管理回収㈱   （サービサー） 
※エー・シー・エス・ファイナンス㈱ （小口ローン） 
［その他事業］ 

※エヌ・シー・エス興産㈱           （保険代理店） 

○ジャスベル㈱                   （旅行あっせん） 

（親会社） 

イオン株式会社 

 

（親会社の関係会社) 

ミニストップ株式会社 

株式会社マイカル等 
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２．経営方針 
（１）経営の基本方針 

当社は、「お客さまの未来と信用を活かす生活応援企業」として、「お客さま第一」、「生活に密着した金融  

サービスの提供」、「社会の信頼と期待に応える」、「活力あふれる風土の確立」を経営の基本方針とし、    

金融サービスを通じたお客さまへの限りない貢献を永遠（ÆＯＮ）の使命と定めております。 

この基本方針に基づいた、中期ビジョンは次のとおりであります。 

「カード事業を核に、グローバルに活躍する金融サービス会社」 

「提携先企業の成長に貢献するマーケティングインフラ提供会社」 

（２）利益配分に関する基本方針 

当社は、株主の皆さまに対する利益還元を経営の重要施策と位置付け、株主の皆さまに業績に応じた適正

な利益配分を実施するとともに、事業拡大や生産性向上を実現するための内部留保資金の確保を行い、企業

競争力を高めることを基本方針としております。 

この方針に基づき、当期の中間配当金は１５円を実施いたしました。また、会社設立２５周年を迎えるにあたり、

株主の皆さまの日ごろのご支援に感謝の意を表するため、期末配当金は当初予定の２０円に加え、５円の記念

配当を実施する予定です。これにより、年間配当金は４０円となる予定であります。なお、２００６年２月２１日付

けで実施した株式分割（無償分割）前に換算いたしますと、年間配当金は１２０円に相当し、前期と比較して実質

３０円の増配予定となります。 

（３）投資単位の引下げに関する考え方及び方針等 

当社は、当社株式の長期安定的な保有を促進するとともに、投資家層の拡大と株式の流動性の向上を図るこ

とを重要課題と認識し、これまで１単元の株式数のくくり直しや株式分割を実施してまいりました。この方針のもと、

２００６年２月２１日付けで１株につき３株の割合で株式分割を実施いたしました。 

（４）目標とする経営指標 

当社は、企業価値の向上と継続的な成長を確保するため、自己資本比率を高めつつ、自己資本当期純利益

率２０％を目標に、バランスのとれた経営体質の実現を目指しております。 

（５）対処すべき課題と中長期的な経営戦略 

当社の主力とするクレジットカード事業は、公共料金、医療費、高速道路通行料金、少額決済分野など、生活

に密着したさまざまな分野に急速な拡がりを見せており、今後もクレジットカード市場の拡大が見込まれて   

おります。その一方で業界に大きな影響を与える上限金利引下げや、総量規制を盛り込んだ新貸金業法が公布

されるなど、業界を取り巻く環境は大きく変化し、事業構造の転換期を迎えているものと認識しております。 

そのような中で当社は、新たな顧客層の開拓や次代の決済機能の柱となる電子マネー、ケータイクレジットを

本格的に展開するとともに、新商品の開発や現主力事業のノウハウを活用した新規事業の育成に継続して  

取り組み、新たな収益源の開拓に注力してまいります。 

また、企業の社会的責任に対する消費者の関心が一層の高まりを見せる中、当社がお客さまから選ばれるた

めに、商品・サービスの利便性向上はもとより、企業としての信頼性を高めることが重要な要素であると認識して

おります。今後も、個人情報保護をはじめとした、安心、安全、信頼への取り組みをより一層強化するとともに、  

コンプライアンスの徹底に努めてまいります。 

さらに、金融サービス分野の成長が期待出来るアジア各国におきましては、クレジット事業の拡大に加え、  

日本国内で培ったノウハウを活用したクレジット周辺事業の展開に積極的に取り組むとともに、新たな国への 

進出を実現してまいります。 
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（６）親会社等に関する事項 

①親会社等の商号等                                       （2007 年 2 月 20 日現在） 

親会社等 属性 
親会社の議決権 

所 有 割 合 

親会社等が発行する株券が 

上場されている証券取引所等 

イオン株式会社 親会社 
50.3％ 

（05.0％） 
株式会社東京証券取引所 市場第一部

   （注） 親会社等の議決権所有割合欄の（ ）内は、間接被所有割合で内数であります。  

②親会社等の企業グループにおける上場会社の位置付けその他の上場会社と親会社等との関係 

当社は親会社であるイオン株式会社を中核としたイオングループに属しております。イオングループは、   

総合小売事業、専門店事業、ディベロッパー事業及びサービス等事業を営んでおり、当社はサービス等事業の

中の金融サービスに係る事業を担当しております。 

   当社は、イオン株式会社をはじめとするグループ各社と加盟店契約等を締結し、グループシナジーを活かした

共同企画などを展開しております。 

 

（７）事業等のリスク 

    以下に記載する事項は、当社グループの事業に関して、リスク要因となり、投資者の判断に重要な影響を  

及ぼす可能性があると考えられる事項であります。なお、以下に記載する事項は、将来に関するものが含まれて

おりますが、当期末現在において判断したものであり、また、当社グループの事業に関するすべてのリスクを 

網羅的に記述するものではありません。 

  

①経済環境に関する影響について 

経済状況の急激な後退による雇用環境や個人消費、個人所得の悪化等を要因として、顧客のクレジット   

カードの利用状況、並びに顧客の返済状況等が悪化した場合、当社グループの営業収益や貸倒コストに悪影響

を与え、業績に影響を及ぼす可能性があります。また、このような急激な経済状況の変化により、当社が顧客の 

信用リスクを正確に評価できない場合、当該顧客の債権に対する予想外の貸倒損失が発生することになり、 

当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

②競争環境に関する影響について 

    当社の属するクレジットカード業界は、近年、金融再編や規制緩和を背景に、大型合併や銀行との業務提携、

異業種からの参入等、競争は激化しております。こうした競争の激化により、急激な加盟店手数料の低下等が

生じた場合、当社グループの事業、財務状況及び業績に影響を及ぼす可能性があります。 
 

③法的規制等に関する影響について 

    当社グループは、「割賦販売法」、「貸金業の規制等に関する法律」（以下貸金業規制法という）、「出資の受入

れ、預り金及び金利等の取締りに関する法律」（以下出資法という）等の法令の適用を受けております。２００６年

１２月に「貸金業の規制等に関する法律等の一部を改正する法律」が公布され、今後３年を目処に出資法上限

金利の引き下げ、顧客一人当たりの貸付額の総量規制等が行われることとなっております。これにより、当社 

グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 なお、当社の発行するすべてのクレジットカードに付随するキャッシングサービスの実質年率は、       

本年３月１１日以降の新規利用分より、利息制限法の上限金利内である１８.０％以下といたしました。 

    また、当社の営業貸付金の適用金利の内、利息制限法に定められた利息の上限金利を超過する部分に   

ついては、すでに弁済を受けた当該超過部分の金利の返還を請求される場合があります。当社は、将来に  

おける当該返還請求に備え、利息返還損失引当金を計上しておりますが、今後当該返還請求が予想外に拡大

し、引当金の大幅な積み増しの必要が生じた場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 
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④個人情報漏洩等に関する影響について 

当社グループは、カード会員に関する情報等、個人情報を有しており、個人情報保護法が定めるところの  

個人情報取扱事業者にあたります。当社グループでは、全ての事業所に「個人情報安全管理者」を配置するとと

もに、「CSR 委員会」の定期的な開催、全従業員への教育・研修及びセルフチェックの実施、事業所やシステム

への物理的、技術的な個人情報安全管理対策等を講じております。しかしながら万一、当社の安全管理体制に

不備が発生し、個人情報の漏洩や不正利用などの事態が生じた場合、個人情報保護法に基づく業務規定違反

として勧告、命令、罰則処分を受ける可能性があります。この場合当社グループへの信頼性の低下により、業績

に影響を及ぼす可能性があります。 

 

⑤調達金利の変動等の影響について 

当社グループは、営業活動に必要な資金の調達を金融機関からの借入による間接調達と社債、       

コマーシャル・ペーパー、債権流動化等の直接調達により行っております。このように資金調達の多様化、   

並びに長期固定借入比率７０％以上を目標とする等、金利変動リスクを最小限に留めるための施策を実施して

おりますが、金融市況及び景気動向の急激な変動、その他の要因により当社グループの信用力低下が生じた

場合、調達金利の上昇等、資金調達に悪影響を及ぼす可能性があります。これにより、当社グループの業績に

影響を及ぼす可能性があります。 

 

⑥システム運用等に関する影響について 

当社グループは、クレジットカード事業やその他クレジット周辺事業を運営するにあたり、外部の技術を導入し

たソフトウェア、システム及び通信ネットワークを用いて大量の事務処理を行っております。これらのハードウェア

及びソフトウェアの欠陥にともなう不具合の発生、自然災害や事故による通信ネットワークの切断、未知の   

コンピュータウィルスによる障害等が発生した場合のリスクを最小限に抑えるため、事務センターや       

基幹サーバーを分散設置しておりますが、想定を超える広域、重大な災害等により障害が発生した場合、   

事務処理に多大な支障をきたすとともに、信頼性の低下を招くことになります。その結果、当社グループの   

業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

⑦海外事業等に関する影響について 

    当社グループは、海外において事業を展開しております。当社グループが営業を行う地域における経済成長

及び個人消費の停滞または悪化、不安定な政治・経済情勢、事業活動を規制する法律や政策、取引慣行の  

変更等により、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

⑧主要な提携先等における会員募集に関する影響について 

新規カード会員の獲得は、営業収益の源泉となる非常に重要な要素であり、当社グループでは、新規会員の

多くをイオン株式会社及びイオングループが運営するショッピングセンター等にて募集しております。 

現状においては、グループ企業としての緊密な関係を活かし、優先的に新規カード会員募集を行うことができ

るという面で有利な条件となっておりますが、今後の出店方針や既存店の撤退等により、当社グループの   

新規会員獲得や取扱高に影響を及ぼす可能性があります。 
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３．経営成績及び財政状態 
（１）経営成績 

①業績全般の状況 

当期は、国内外での提携先企業の店頭においてイオンカードをはじめとしたカード会員の募集を強化する  

とともに、新たな提携カードの開発により連結のカード会員数を１１１万人純増の１,７２２万人に拡大することが

出来ました。 

国内のカード事業におきましては、少額の決済機能として注目を集める電子マネー、ケータイクレジットを  

展開し、首都圏を中心に若年･男性といった新たな顧客層の開拓に取り組むとともに、カード決済の利便性向上

への取り組みとして、電力会社や医療機関の加盟店開発をより一層強化いたしました。また、拡大する事業に

着実に対応するため、国内４拠点目となる事務集中センターを仙台市に開設いたしました。さらに、       

情報システム体制のリスク対応策として、基幹システムセンター３極体制を構築いたしました。 

海外子会社におきましては、中国での信用保証事業の会社設立、タイでの保険代理店事業、インドネシアで

はハイヤーパーチェス事業を開始するとともに、マレーシアでは日系企業初となるイスラム金融方式の資金調達

を実施するなど、海外での事業展開を拡大いたしました。また、国内子会社におきましては、官民両分野からの

業務受託を強化したサービサー事業や保険代理店事業などクレジット周辺事業の業容拡大に取り組みました。 

なお、２００６年１０月１３日に日本公認会計士協会から「消費者金融会社等の利息返還請求による  

損失に係る引当金の計上に関する監査上の取扱い」の公表及び、１２月２０日公布された新貸金業法の

影響を考慮し、将来の利息返還請求に備えた費用を計上いたしました。 

これらの結果、当期の連結業績は、取扱高２兆４,８２９億２０百万円（前期比１３.７％増）、営業収益  

１ ,７３４億８１百万円（同１９.８％増）、営業利益４０９億５５百万円（同１.８％増）、経常利益４１０億     

１８百万円（同２.１％増）、当期純利益２０５億９２百万円（同３.２％減）となりました。 

また、当期の単独業績は取扱高２兆１,８０２億４８百万円（前期比１１.８％増）、営業収益１,２５１億６９百万円   

（同１４.１％増）、営業利益３０４億７８百万円 （同 ４ . ８％減 ）、経常利益３１６億２７百万円（同３.４％減）、        

当期純利益１７９億２百万円（同６.１％減）となりました。  

 

②地域別セグメントの状況 

当社は全セグメントの営業収益､営業利益の合計額に占める「金融サービス事業」の割合がいずれも９０％を超えて

いるため､事業の種類別セグメント状況の記載を省略し､地域別セグメント状況を説明いたします。 
 

【国内事業】 

（イオンクレジットサービス㈱の概況） 

・当期は、提携先企業の新規出店による営業基盤の拡大に着実に対応するとともに、コスモ石油株式会社と提携し

た「コスモ・ザ・カード・オーパス」の発行や、株式会社エヌ･ティ･ティ･ドコモとの提携によるケータイクレジット     

「イオンｉＤ」のサービス開始、東日本旅客鉄道株式会社との提携による電子マネー一体型「イオンＳｕｉｃａカード」の

発行など、新たな顧客層の開拓と少額決済分野の開拓を本格的に開始いたしました。また、ｉＤやＳｕｉｃａに加え、

グループ企業、大型提携先向けのアクワイアリング事業の強化に取り組みました。 

・加えて、ホームセンター事業を展開する株式会社サンデー、株式会社メイクマンとの提携による「イオンサンデー

カード」、「メイクマンカード」や、ＮＰＯ法人の和歌山観光医療産業創造ネットワークと提携した「紀州レンジャー  

カード」などの発行を開始いたしました。 

・また、キャッシュカードで口座振替設定を可能とする電子設定端末を２,５５０台に拡大するとともに、「店頭オンライ

ン申込システム」を新たに導入し、カード発行プロセスの刷新に継続して取り組みました。 

・新たな商品の開発といたしましては、お客さまのニーズにあわせ、ローンカード「イオンバリューカード＜ＶＩＰ＞」の

発行を開始いたしました。 

・これらの取り組みにより、当期末の有効会員数は、８５万人純増の１,４５５万人と拡大することができました。 
 

 2005 年２月期 2006 年２月期 2007 年２月期 

有 効 会 員 数 
1,290 万人）

（純増数 80 万人）

1,370 万人）

（純増数 80 万人）

1,455 万人）

（純増数 85 万人）
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・カード取扱高拡大の取り組みといたしましては、「ときめきポイントクラブ」の参加加盟店の拡大や高い利用頻度

が見込まれるゴールドカード会員、ＥＴＣカード会員の拡大に継続して取り組みました。 

・また、医療機関等の新たな分野での加盟店開発に積極的に取り組むとともに、公共料金等毎月のお支払が発生

する加盟店として新たに電力会社４社との加盟店契約を締結いたしました。 

・さらに、税金や国民年金、水道料金といった公金分野におけるクレジット決済導入を目的に、「公金クレジット決済

協議会」を国内大手クレジットカード会社１１社と立ち上げ本格的な活動を開始いたしました。 

・これらの取り組みにより、当期末の稼働会員数は６４万人純増の８３０万人に拡大するとともに、カードショッピング

取扱高は１兆５,１６６億円（前期比１７.１％増）となりました。 
 

 2005 年２月期 2006 年２月期 2007 年２月期 

年 間 稼 働 会 員 数 
717 万人）

（純増数 77 万人）
766 万人） 

（純増数 49 万人） 
830 万人）

（純増数 64 万人）

年 間 稼 働 率 57.4％） 57.6％） 58.8％）

カードショッピング取扱高 
１兆 754 億円）

（前期比 20.0％増）
１兆 2,946 億円） 

（前期比 20.4％増） 
1 兆 5,166 億円）
（前期比 17.1％増）

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜経営体質の強化＞ 

・将来の金利上昇リスクに対応するため、７年物の無担保普通社債２００億円の発行をはじめとする長期資金の 

調達に継続して取り組んだことにより、長期固定借入比率は７０％以上を維持することができました。 

・なお、事業の拡大と財務体質の健全性を長期間維持したことが評価され、２００６年１２月には株式会社格付投資

情報センター（Ｒ＆Ｉ）の投資格付けが、従来の「Ａ」から「Ａ＋」に格上げとなりました。 

格付機関名 格付 

日 本 格 付 研 究 所 （ＪＣＲ） Ａ＋ 

格付投資情報センター（Ｒ＆Ｉ） Ａ＋ 

スタンダード＆プアーズ（Ｓ＆Ｐ） Ａ－ 

 

・また、拡大する規模への対応と災害復旧体制の強化に向けた取り組みとして、東京・大阪・中部事務集中センタ

ーに続き、４拠点目となる北日本事務センター（２５０席）を仙台市に開設いたしました。 

 

   
＜カードショッピング取扱高の推移＞

15,166

12,946

10,754

8,958
7,265

0
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＜年間稼働率の推移＞

58.8
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50

52.5

55

57.5

60

03/2 04/2 05/2 06/2 07/2

 

   
＜有効会員(右)、稼働会員(左)の推移＞
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＜カードショッピング取扱高の推移＞

（単位：億円） 

＜年間稼働率の推移＞ 

（単位：％） 

＜稼働会員数(左)、有効会員数(右)の推移＞ 

（単位：万人） 
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（国内子会社の概況） 

＜保険代理店事業＞（エヌ･シー･エス興産㈱） 

・インターネットを通じた保険販売に加え、携帯電話でのオンライン保険申し込み機能を構築し、保険の無店舗販売

を強化するとともに、テレマーケティングを活用した保険販売に取り組みました。 

・これらの取り組みにより、保険業界全体が低迷する中、当期の営業収益は１０億７９百万円（前期比０.４％増）を

確保することが出来ました。 

 

＜サービサー事業＞（エー・シー・エス債権管理回収㈱） 

・電力・ガス会社の公共料金分野をはじめ新規取引開拓が順調に進み１２社から業務受託を開始するとともに、 

市場化テストにおける国民年金保険料納付督励業務（社会保険庁管轄）におきましては、前期に続き新たに   

３エリアより受託し、合計６エリアの業務に取り組む等、官民両分野からの受託拡大を図ることができました。 

・また、事業拡大に対応するため、コンタクトセンター４拠点の席数を１００席増の３００席に拡張いたしました。 

・これらの取り組みにより、当期の営業収益は１６億６０百万円（前期比３０.７％増）と順調に拡大いたしました。 

 

以上の取り組みにより、国内事業における営業収益は１,２７０億９９百万円（前期比１４.２％増）と拡大いたしました

が、営業利益につきましては、将来の利息返還請求に備えた費用の増加等もあり、３１６億５４百万円 （同４.２％

減）となりました。 
 

 

【海外事業】 

＜中国・香港での事業＞ 

・香港のイオンクレジットサービス（アジア）(AEON CREDIT SERVICE（ASIA）CO.,LTD.)におきましては、営業拠点を

８ヶ所増の２８ヶ所に拡大するとともに、チャイナユニオンペイ（中国銀聯）と提携した「イオンチャイナユニオンペイ    

カード」の募集開始や大手旅行代理店との提携カード発行など会員募集を強化した結果、カード会員数は    

７４千人増の９５０千人に拡大いたしました。 

・また、新たな事業への取り組みとして、サービサー事業におきましては、外部企業からの受託件数拡大に取り組

むとともに、保険代理店事業におきましては、個人傷害保険や貯蓄型生命保険販売を推進いたしました。 

・これらの取り組みにより、当期の営業収益は１１億５２百万香港ドル（前期比３０.９％増）と過去最高を更新する 

ことができました。 

 

・中国におきましては、日系企業としては初めて、北京市工商管理局から信用保証事業の認可を受け、       

イオン信用担保（中国）(AEON CREDIT GUARANTEE（CHINA）CO.,LTD.）を北京市に設立いたしました。中国国内

第５位の資産規模を有する交通銀行と信用保証事業に関する業務提携契約を締結し、事業開始へ向け準備を 

進めております。 

・また、広東省の深圳市及び広州市でコールセンター事業を展開しておりますイオンインフォメーションサービス 

（シンセン）（AEON INFORMATION SERVICE（SHENZHEN）CO.,LTD.）におきましては、コールセンター機能の拡張

を行い、現地企業からの回収代行業務の受託やイオンクレジットサービス（アジア）からの業務移管などにより業

容を着実に拡大させることができました。 

 

＜タイでの事業＞ 

・イオンタナシンサップ（タイランド）（AEON THANA SINSAP(THAILAND)PLC.）におきましては、地方都市を中心に

営業拠点を６ヶ所増の７６ヶ所に拡大するとともに、航空会社や携帯電話会社との新規提携カード発行など会員

募集を強化した結果、カード会員数は１４万人増の１５４万人となりました。 

・また、新たに自社ＡＴＭでのハウスカード会員向けローンサービスを開始し、カードの利便性向上に努めました。 

・これらの取り組みにより、当期の営業収益は７７億３０百万バーツ（前期比１９.４％増）と拡大することができまし

た。 
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・タイにおける新たな事業の取り組みとして、損害保険代理店事業に加え、生命保険代理店事業を行う会社を設立

し、カード事業の顧客基盤や営業ネットワークを活用し、取扱高の拡大に取り組んでおります。併せてリース事業

にも着手し、地元大手企業向け法人オートリースを開始いたしました。 

 

＜マレーシアでの事業＞ 

・イオンクレジットサービス（マレーシア）（AEON CREDIT SERVICE（M）BERHAD）におきましては、現地イオン   

ショッピングセンター等での会員募集に取り組んだ結果、カード会員は４０千人増加の７０千人となりました。また、

新たにインターネットサービス会社との提携カードを発行いたしました。 

・ハイヤーパーチェス事業におきましては、加盟店数が５,０００店を超え、各企業との共同企画や会社設立１０周年

記念プロモーションを実施し、取扱高の拡大を図りました。 

・また、今後の事業拡大を見据え資金調達手段の多様化を図るため、日系企業としては初めてとなるイスラム金融

方式の資金調達を実施いたしました。 

・これらの取り組みにより当期の営業収益は１億４１百万リンギット（前期比７０.３％増）と大幅に拡大することがで

きました。 

 

＜台湾での事業＞ 

・ハイヤーパーチェス事業を展開しておりますイオンクレジットサービス（台湾）（AEON CREDIT SERVICE

（TAIWAN）CO.,LTD.）におきましては、大手家電メーカー系列店の加盟店開発と共同企画の実施により、取扱高を

順調に拡大しております。 

・また、カード事業を展開しておりますイオンクレジットカード(台湾)（AEON CREDIT CARD（TAIWAN）CO.,LTD.）に 

おきましては、新たに４種類の提携カードの発行を開始するとともに、提携先店舗での会員募集を強化した結果、 

カード会員数は１１０千人に拡大いたしました。 

 

＜インドネシアでの事業＞ 

・２００４年より駐在員事務所を開設し、事業化調査を進めておりましたインドネシアにおきましては、      

イオンクレジットサービス（インドネシア）(PT.AEON CREDIT SERVICE INDONESIA)をジャカルタに設立いたしまし

た。６月より家電や家具のハイヤーパーチェス事業を開始し、加盟店ネットワークの拡大など、事業基盤の構築に

取り組んでおります。 

 

以上の取り組みにより、海外事業における営業収益は４６３億８２百万円（前期比３８.６％増）、営業利益     

９３億１百万円（同２９.７％増）と増収増益を達成することができました。 
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（２）財政状態 

当連結会計年度は、クレジットカード事業の取扱高の拡大により割賦売掛金及び営業貸付金が順調に増加

いたしました。これにより、総資産は、前連結会計年度末と比較して１,４４８億９７百万円増加の８,３４２億   

５４百万円となりました。 

また、純資産は、利益剰余金及びその他有価証券評価差額金等の増加もあり、１,７２６億１１百万円となり

ました。なお、当連結会計年度末における従来基準の資本の部の合計額は１,５５５億５５百万円であり、前連

結会計年度末と比較して１６８億６４百万円増加したことになります。 

〔当連結会計年度におけるキャッシュ・フロー〕                          （単位：百万円）            

 
前連結会計年度 当連結会計年度 増減 

営業活動によるキャッシュ・フロー △59,642 △64,235 △4,592

投資活動によるキャッシュ・フロー △7,728 △10,077 △2,349

財務活動によるキャッシュ・フロー 66,960 79,664 12,703

現金及び現金同等物に係る換算差額 223 437 213

現金及び現金同等物の増加額 △186 5,788 5,974

新規連結による現金及び現金同等物の増加額 － 3,581 3,581

現金及び現金同等物の期首残高 16,685 16,499 △186

現金及び現金同等物の期末残高 16,499 25,869 9,370

・営業活動によるキャッシュ・フローは、国内外でのクレジットカード事業の順調な取扱高の拡大により、営業債

権が増加し、これによる資金の支出が１,４１９億１百万円ありましたが、税金等調整前当期純利益が３８２億 

６５百万円となったため、６４２億３５百万円の支出となりました。 

・投資活動によるキャッシュ・フローは、多様化する顧客ニーズやボリュームの拡大に対応する次世代システム

への投資を継続して行ったことにより、１００億７７百万円の支出となりました。 

・財務活動によるキャッシュ・フローは、安定的な資金の確保と将来の金利上昇リスクに備え、無担保普通社

債の発行や長期借入れによる資金調達を実施したことにより、７９６億６４百万円の収入となりました。 

 

これらの取り組みにより、当連結会計年度末の現金及び現金同等物残高は前連結会計年度末と比較し、    

９３億７０百万円増加の２５８億６９百万円となりました。 

 

（３）環境保全、社会貢献活動 

・環境保全活動としましては、「ときめきポイント」による寄附活動を通じて、全国の森林保護、自然環境保全活動

を実施するとともに、従業員による地域の清掃活動、「ＩＳＯ１４００１」の環境マネジメントシステムに基づく、紙の

使用量や使用エネルギーの削減に継続して取り組んでまいりました。 

・また、タイ津波被災地植樹や知床、秋田県下浜海岸植樹、和歌山県企業の森植樹などイオン環境財団による

植樹活動に当社従業員がボランティアとして積極的に参加し、地域住民との交流を深めています。 

・社会貢献活動としては、これまでの１２年間で、全国６９ヶ所の社会福祉施設への寄附活動を行い、施設では

季節行事を通じて従業員によるボランティア交流を行っております。 

・視覚障害の方への支援として、これまで継続して行って参りました「ときめきポイント」を通じた日本点字図書館

への点字・録音図書の寄贈に加え、今年度より各地にある地方点字図書館への支援も開始いたしました。また、

視覚障害を持つ会員さまへ点字でのご利用明細書の送付を開始いたしました。 

・イオン１％クラブでは、２００６年６月にインドネシアで発生したジャワ島中部地震への緊急支援の実施に加え、

次代を担う優秀なアジアからの留学生へ奨学金支援「イオンスカラシップ」を開始いたしました。 

・また、ＦＴＳＥ社による社会的責任を果たす信頼性の高い企業に投資するための世界的指標「FTSE 4 Good 

Index」に２年連続で選定されております。 
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４．次期の見通し 
当社の属するクレジットカード業界は、決済領域の拡大や様々な決済手段の浸透による市場規模の拡大が 

続くものの、新貸金業法の成立により、経営環境は大きな転換期を迎えております。 

このような経営環境の中、業界を代表する企業との提携や電子マネー、ケータイクレジットの推進など、    

クレジットカード事業の競争力強化に取り組むことにより、男性・首都圏・若年層といった新たな顧客層の開拓を

目指してまいります。また、ポイント制度をはじめとする特典の充実や公金分野における加盟店開発などに加え、     

現主力事業の機能･基盤を活かし、新商品の開発や新しい事業へのチャレンジによる新たな収益源の開拓を 

目指してまいります。 

海外事業の強化におきましては、カード会員の拡大に取り組むとともに、日本での成功事例の水平展開に  

よる事業の多角化推進や中国信用保証会社の本格的な事業展開、新たな地域への進出に取り組んで     

まいります。 

このような事業拡大を支えるため、継続して経営体質の強化に取り組むとともに、法令遵守や個人情報保護

体制の強化など、CSR への取り組みを一層強化してまいります。 

 

 

 [２００８年２月期の業績予想] 

 

 

 

 

 

  

 ［配当予想］ 

２００８年２月期の配当金につきましては、中間配当金１５円、期末配当金２０円、年間配当金は３５円を予想 

させていただきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 連結業績予想 前期比 単独業績予想 前期比 

営 業 収 益 １,８５０億円 １０６.６％ １,３００億円 １０３.９％

営 業 利 益 ４１０億円 １００.１％ ２７６億円 ９０.６％

経 常 利 益 ４１２億円 １００.４％ ２８６億円 ９０.４％

当 期 純 利 益 ２０７億円 １００.５％ １６２億円 ９０.５％

 ２００７年２月期 

１株当たり配当金 

２００８年２月期予想

１株当たり配当金 

中 間 配 当 金 １５円 １５円 

期 末 配 当 金 
２５円 

（内 記念配当５円）
２０円 

年 間 配 当 金 ４０円 ３５円 
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１【連結財務諸表等】 

(1)【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

  
前連結会計年度 

（2006年２月20日現在） 
当連結会計年度 

（2007年２月20日現在） 
増減 
（△は減） 

区分 
注記 
番号 

金額 
（百万円） 

構成比
（％） 

金額 
（百万円） 

構成比
（％） 

金額 
（百万円） 

（資産の部）     

Ⅰ 流動資産     

１．現金及び預金   １６，５０２ ２８，７２５  １２，２２３

２．割賦売掛金 ※1、2  １９７，０９２ ２６０，７９０  ６３，６９８

３．営業貸付金 ※1、2  ４３９，３６５ ５０７，１１５  ６７，７４９

４．立替金   ３，８４５ ３，２５５  △５９０

５．前払費用   １，３７０ １，３９１  ２０

６．繰延税金資産   １０，２２７ １４，６７８  ４，４５１

７．未収入金   ９，０４１ ９，６９０  ６４９

８．未収収益   ７，０２４ １０，０３３  ３，００８

９．その他   ２，４９３ １，０１０  △１，４８３

貸倒引当金   △２７，８７０ △４０，１８９  △１２，３１８

流動資産合計   ６５９，０９３ ９５．６ ７９６，５０２ ９５．５ １３７，４０８

Ⅱ 固定資産     

１．有形固定資産     

(1)建物  １，９１４ ２，５０７   

減価償却累計額  １，０１５ ８９９ １，３６３ １，１４３  ２４４

(2)車両運搬具  ２２３ ９９０   

減価償却累計額  ５１ １７１ １１６ ８７３  ７０２

(3)器具備品  １９，９１４ ２１，５５２   

減価償却累計額  １４，６１０ ５，３０３ １５，５３３ ６，０１９  ７１６

有形固定資産合計   ６，３７３ ０．９ ８，０３６ １．０ １，６６３

２．無形固定資産     

(1)ソフトウェア   ６，０６０ ７，５２７  １，４６６

(2)電話加入権   ４１ ４３  ２

無形固定資産合計   ６，１０２ ０．９ ７，５７０ ０．９ １，４６８
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前連結会計年度 

（2006年２月20日現在） 
当連結会計年度 

（2007年２月20日現在） 
増減 
（△は減） 

区分 
注記 
番号 

金額 
（百万円） 

構成比
（％）

金額 
（百万円） 

構成比
（％） 

金額 
（百万円） 

３．投資その他の資産     

(1)投資有価証券 ※３  １３，５１３ １４，２５８  ７４４

(2)長期前払費用   １，１０１ ４，１３５  ３，０３３

(3)前払年金費用   ３６ －  △３６

(4)繰延税金資産   ８ ６１  ５３

(5)差入保証金   ２，８９３ ３，２８８  ３９４

(6)その他   ２３４ ２８５  ５１

投資その他の資産合計   １７，７８７ ２．６ ２２，０２８ ２．６ ４，２４１

固定資産合計   ３０，２６３ ４．４ ３７，６３６ ４．５ ７，３７３

Ⅲ 繰延資産     

社債発行費   － １１５  １１５

繰延資産合計   － － １１５ ０．０ １１５

資産合計   ６８９，３５６ １００．０ ８３４，２５４ １００．０ １４４，８９７

     

（負債の部）     

Ⅰ 流動負債     

１．買掛金   ５０，７６２ ６１，７６２  １０，９９９

２．短期借入金   ２８，２３８ ３４，０１９  ５，７８０

３．１年以内返済予定の 

長期借入金 
  ４６，３８２ ８８，４７８  ４２，０９５

４．１年以内償還予定の 

社債 
  － １０，０００  １０，０００

５．コマーシャル・ペーパー   ７，０００ －  △７，０００

６．未払金   ５，５７４ ６，４３５  ８６１

７．未払費用   ２，６４９ ３，４１０  ７６１

８．未払法人税等   １１，０１５ １１，４６２  ４４７

９．前受収益   ５７６ ８１１  ２３５

１０．預り金   ２，５４６ １，８９４  △６５１

１１．賞与引当金   ２８５ ３３８  ５２

１２．役員賞与引当金   － ７２  ７２

１３．ポイント制度引当金   １，９３７ ２，７４７  ８１０

１４．利息返還損失引当金   ２２４ －  △２２４

１５．その他   ７３８ ３９５  △３４３

流動負債合計   １５７，９３１ ２２．９ ２２１，８２８ ２６．６ ６３，８９６
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前連結会計年度 

（2006年２月20日現在） 
当連結会計年度 

（2007年２月20日現在） 
増減 
（△は減） 

区分 
注記 
番号 

金額 
（百万円） 

構成比
（％）

金額 
（百万円） 

構成比
（％） 

金額 
（百万円） 

Ⅱ 固定負債   
  

１．社債   ９３，９８６ １０７，３６３  １３，３７６

２．長期借入金 ※２  ２７７，７６１ ３２０，９９４  ４３，２３３

３．退職給付引当金   － ４０  ４０

４．利息返還損失引当金   － ６，９８９  ６，９８９

５．繰延税金負債   ３，２９０ ８２２  △２，４６７

６．その他 ※４  ２，５０１ ３，６０２  １，１００

固定負債合計   ３７７，５３９ ５４．８ ４３９，８１３ ５２．７ ６２，２７３

負債合計   ５３５，４７１ ７７．７ ６６１，６４２ ７９．３ １２６，１７０

     
（少数株主持分）     

少数株主持分   １５，１９３ ２．２ － － －

     

（資本の部）     

Ⅰ 資本金 ※５  １５，４６６ ２．２ － － －

Ⅱ 資本剰余金   １７，０５１ ２．５ － － －

Ⅲ 利益剰余金   ９９，９７５ １４．５ － － －

Ⅳ その他有価証券評価 
差額金 

  ５，６７９ ０．８ － － －

Ⅴ 為替換算調整勘定   ６０７ ０．１ － － －

Ⅵ 自己株式 ※６  △８８ △０．０ － － －

  資本合計   １３８，６９１ ２０．１ － － －

負債、少数株主持分及び資本合計   ６８９，３５６ １００．０ － － －

     

（純資産の部）     

Ⅰ 株主資本     

１．資本金 ※５  － － １５，４６６ １．９ －

２．資本剰余金   － － １７，０５３ ２．０ －

３．利益剰余金   － － １１５，２７０ １３．８ －

４．自己株式 ※６  － － △９０ △０．０ －

   株主資本合計   － － １４７，６９９ １７．７ －

Ⅱ 評価・換算差額等     

１．その他有価証券評価 
差額金 

  － － ５，７５０ ０．７ －

２．繰延ヘッジ損益   － － △４２ △０．０ －

３．為替換算調整勘定   － － ２，１０４ ０．３ －

評価・換算差額等合計   － － ７，８１２ ０．９ －

Ⅲ 少数株主持分   － － １７，０９９ ２．１ －

  純資産合計   － － １７２，６１１ ２０．７ －

負債純資産合計   － － ８３４，２５４ １００．０ －
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②【連結損益計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 2005年２月21日 
至 2006年２月20日） 

当連結会計年度 
（自 2006年２月21日 
至 2007年２月20日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％） 

 
対前期比
（％）

Ⅰ 営業収益    

１．総合あっせん収益  ３１，７０１ ３９，７７５   １２５．５

２．個品あっせん収益  ７，６３４ ７，５３０   ９８．６

３．融資収益  ９８，６４０ １１８，２０７   １１９．８

４．融資代行収益  ２，３７４ １，９２１   ８０．９

５．償却債権回収益  １，３７２ １，９９２   １４５．２

６．その他の収益  ２，９８７ ３，７５６   １２５．７

７．金融収益    

受取利息  ３９ ２９６   ７４７．１

営業収益合計  １４４，７５１ １００．０ １７３，４８１ １００．０ １１９．８

Ⅱ 営業費用    

１．販売費及び一般管理費    

(1)広告・販売促進費  ９，５３４ １０，８１６   １１３．４

(2)ポイント制度引当金 
繰入額 

 １，９３５ ２，７４２   １４１．７

(3)貸倒損失  ２，４３５ ２，８３３   １１６．４

(4)貸倒引当金繰入額  ２７，６６８ ３７，６１５   １３６．０

(5)役員報酬  ２３８ ２８６   １２０．２

(6)従業員給与賞与  １２，３７９ １４，０４６   １１３．５

(7)福利厚生費  ２，４９３ ２，７２６   １０９．３

(8)役員賞与引当金 
繰入額 

 － ７２   －

(9)賞与引当金繰入額  ２７８ ３９９   １４３．４

(10)退職給付費用  １９６ ２０４   １０４．１

(11)利息返還損失引当金
繰入額 

 － ４，８０２   －

(12)通信交通費  ８，３８８ ８，９３５   １０６．５

(13)租税公課  ２，４２９ ２，８１７   １１６．０

(14)賃借料  ３，７７０ ４，４８３   １１８．９

(15)ＣＤ運営費  ２，９５８ ２，９８５   １００．９

(16)支払手数料  ７，８８７ ９，９７３   １２６．５

(17)減価償却費  ３，９４８ ４，６０２   １１６．６

(18)システム運用費  １，８１０ ２，２３６   １２３．６

(19)その他  ８，３５８ ８，５３８   １０２．２

販売費及び一般管理費合計  ９６，７１０ ６６．８ １２１，１１７ ６９．８ １２５．２
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前連結会計年度 

（自 2005年２月21日 
至 2006年２月20日） 

当連結会計年度 
（自 2006年２月21日 
至 2007年２月20日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％） 

 
対前期比
（％）
 

２．金融費用    

(1)支払利息  ７，４４２ １１，２３４   １５１．０

(2)その他  ３６７ １７５   ４７．６

金融費用合計  ７，８０９ ５．４ １１，４０９ ６．６ １４６．１

営業費用合計  １０４，５１９ ７２．２ １３２，５２６ ７６．４ １２６．８

営 業 利 益  ４０，２３１ ２７．８ ４０，９５５ ２３．６ １０１．８

Ⅲ 営業外収益    

１．受取配当金  ９２ １０５   １１４．７

２．受取保険金  ７ １１   １５７．０

３．金利スワップ評価益  ７１ －   －

４．連結調整勘定償却額  ３７ －   －

５．負ののれん償却額  － １６７   －

６．持分法による投資利益  ９ ３３   ３５３．８

７．その他  ２５ ２１   ８２．９

営業外収益合計  ２４３ ０．２ ３３９ ０．２ １３９．２

Ⅳ 営業外費用    

１．固定資産除却損  ５０ １２３   ２４３．９

２．事務所撤去費用  ７５ １０７   １４２．４

３．為替差損  ２７ ４２   １５４．８

４．その他  １５０ ２   １．９

営業外費用合計  ３０４ ０．２ ２７６ ０．２ ９０．９

経 常 利 益  ４０，１７０ ２７．８ ４１，０１８ ２３．６ １０２．１
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前連結会計年度 

（自 2005年２月21日 
至 2006年２月20日） 

当連結会計年度 
（自 2006年２月21日 
至 2007年２月20日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％） 

 
 

対前期比
（％）
 

Ⅴ 特別利益    

１．投資有価証券売却益  ６０４ ７６６   １２６．８

２．ソフトウェア売却益  － １４２   －

３．会員権売却益  － １６   －

特別利益合計  ６０４ ０．４ ９２６ ０．６ １５３．１

Ⅵ 特別損失    

１．利息返還損失引当金 

繰入額 
※１ ２２４ ２，４０２   1,071.7

２．在外子会社の連結範

囲の変更に伴う損失 
 － １，０４５   －

３．ソフトウェア除却損  ５２６ ２３１   ４３．９

４．ポイント制度引当金 

繰入額 
※２ １，０５７ －   －

５．在外子会社の会計処

理の変更に伴う損失 
 ３１１ －   －

特別損失合計  ２，１１９ １．５ ３，６７８ ２．１ １７３．５

税金等調整前当期純
利益 

 ３８，６５５ ２６．７ ３８，２６５ ２２．１ ９９．０

法人税、住民税及び
事業税 

 １９，５８５ ２１，６４９   １１０．５

法人税等調整額  △４，９２８ △７，１１６   １４４．４

法人税等合計  １４，６５７ １０．１ １４，５３３ ８．４ ９９．２

少数株主利益  ２，７３５ １．９ ３，１３９ １．８ １１４．８

当 期 純 利 益  ２１，２６２ １４．７ ２０，５９２ １１．９ ９６．８
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③【連結剰余金計算書】 

  
  前連結会計年度 
（自 2005年２月21日 

    至 2006年２月20日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 

（資本剰余金の部）    

Ⅰ 資本剰余金期首残高   １７，０４９ 

Ⅱ 資本剰余金増加高    

   自己株式処分差益   ２ 

Ⅲ 資本剰余金期末残高   １７，０５１ 

（利益剰余金の部）    

Ⅰ 利益剰余金期首残高   ８２，６９２ 

Ⅱ 利益剰余金増加高    

   当期純利益   ２１，２６２ 

Ⅲ 利益剰余金減少高    

１．配当金  ３，９２２  

２．役員賞与金  ５７ ３，９７９ 

 Ⅳ 利益剰余金期末残高   ９９，９７５ 
    

 
   ④【連結株主資本等変動計算書】 
     当連結会計年度 （自 2006 年２月 21 日 至 2007 年２月 20 日）                       （単位：百万円） 

株主資本 評価・換算差額等  

資本金 
資本 

剰余金 

利益 

剰余金 

自己

株式

株主資本

合計 

その他有

価証券評

価差額金

繰延

ヘッジ

損益

為替換算

調整勘定

評価・換算 

差額等 

合計 

少数 

株主 

持分 

純資産

合計 

前連結会計年度末 

残高 
15,466 17,051 99,975 △88 132,404 5,679 - 607 6,286 15,193 153,884

連結会計年度中の 

変動額 
  

2006 年５月定時

株主総会における

利 益 処 分 項 目

（注） 

 △2,943 △2,943  △2,943

剰余金の配当  △2,353 △2,353  △2,353

当期純利益  20,592 20,592  20,592

自己株式の取得  △4 △4  △4

自己株式の処分 1 2 4  4

株主資本以外の

項目の連結会計

期間中の変動額

(純額) 

 71 △42 1,497 1,525 1,905 3,431

連結会計年度中の 

変動額合計 
- 1 15,295 △1 15,295 71 △42 1,497 1,525 1,905 18,727

当連結会計年度末 

残高 
15,466 17,053 115,270 △90 147,699 5,750 △42 2,104 7,812 17,099 172,611

（注） 2006 年５月定時株主総会における利益処分項目は次のとおりであります。 

     利益処分額 

     １．配当金      2,876 百万円 

     ２．役員賞与金      66 百万円 

       合計       2,943 百万円 
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前連結会計年度 

  （自 2005年２月21日 
  至 2006年２月20日） 

当連結会計年度 
  （自 2006年２月21日 
  至 2007年２月20日） 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益  ３８，６５５ ３８，２６５ 

減価償却費  ３，９４８ ４，６０２ 

連結調整勘定償却額  △３７ － 

負ののれん償却額  － △１６７ 

貸倒引当金の増加額  ２７，６６８ ３７，６１５ 

ポイント制度引当金の増加額  １，２１６ ８０４ 

利息返還損失引当金の増加額  ２２４ ５，３３５ 

前払年金費用の減少額  ８０ ３６ 

退職給付引当金の増加額  － ４０ 

受取配当金  △９２ △１０５ 

投資有価証券売却益  △６０４ △７６６ 

ソフトウェア売却益  － △１４２ 

ソフトウェア除却損  ５２６ ２３１ 

在外子会社の会計処理の変更に 
伴う損失 

 ３１１ － 

在外子会社の連結範囲の変更に 
伴う損失 

 － １，０４５ 

金利スワップ評価益  △７１ － 

持分法による投資利益  △９ △３３ 

社債発行費償却  １８６ ０ 

割賦売掛金の増加額  △３６，８３９ △６５，４０３ 

営業貸付金の増加額  △８６，０１７ △７６，４９７ 

その他流動資産の減少（△増加） 
額 

 １，５０２ △２，１２７ 

買掛金の増加額  ７，３２７ １０，７１９ 

その他流動負債の増加（△減少） 
額 

 △９１４ ２，３２６ 

役員賞与の支払  △５７ △６６ 

その他  ７６３ １，２６７ 

 小計  △４２，２３２ △４３，０２１ 

配当金の受取額  ９２ １０５ 

法人税等の支払額  △１７，５０３ △２１，３１９ 

営業活動によるキャッシュ・フロー  △５９，６４２ △６４，２３５ 



 

- 20 - 

  
前連結会計年度 

 （自 2005年２月21日 
 至 2006年２月20日） 

当連結会計年度 
  （自 2006年２月21日 
  至 2007年２月20日） 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の預入による支出  △２ △２，７９７ 

定期預金の払出による収入  ２ １，８１２ 

有形固定資産の取得による支出  △３，４２８ △４，４２５ 

有形固定資産の売却による収入  ２７ ４９５ 

無形固定資産の取得による支出  △３，３７９ △３，７０１ 

無形固定資産の売却による収入  － ４６９ 

投資有価証券の取得による支出  △３９７ △６９１ 

投資有価証券の売却による収入  ６０８ ９０４ 

その他  △１，１５８ △２，１４３ 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △７，７２８ △１０，０７７ 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純減少額  △１，０９７ △１，３０２ 

コマーシャル・ペーパーの純増加  
（△減少）額 

 ７，０００ △７，０００ 

長期借入れによる収入  ８７，１０９ １２０，７９３ 

長期借入金の返済による支出  △５２，０３９ △４８，８７２ 

社債の発行による収入  ３３，４８５ ２２，３３０ 

社債の償還による支出  △２，７８０ － 

自己株式の増減額  △１０ ０ 

少数株主への株式発行による 
収入 

 ７４ ７８ 

配当金の支払額  △３，９２２ △５，２３０ 

少数株主への配当金の支払額  △８５７ △１，１３２ 

財務活動によるキャッシュ・フロー  ６６，９６０ ７９，６６４ 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  ２２３ ４３７ 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額  △１８６ ５，７８８ 

Ⅵ  
新規連結による現金及び現金同等物
の増加額 

 － ３，５８１ 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期首残高  １６，６８５ １６，４９９ 

Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ １６，４９９ ２５，８６９ 
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前連結会計年度 

（自 2005年２月21日 
至 2006年２月20日） 

当連結会計年度 
（自 2006年２月21日 
至 2007年２月20日） 

１．連結の範囲に関する事項 すべての子会社を連結しており、その内容

は次のとおりであります。 

すべての子会社を連結しており、その内容

は次のとおりであります。 

 連結子会社数    12社 連結子会社数    17社 

 

 

 

連結子会社名 

①エヌ・シー・エス興産㈱ 

②エー・シー・エス債権管理回収㈱ 

③エー・シー・エス・ファイナンス㈱ 

④AEON CREDIT SERVICE（ASIA）CO.,LTD．

⑤AEON THANA SINSAP(THAILAND) PLC．

⑥AEON CREDIT SERVICE(M)SDN.BHD． 

⑦AEON CREDIT SERVICE（TAIWAN）

CO.,LTD． 

⑧AEON INFORMATION 

SERVICE(SHENZHEN)CO.,LTD． 

⑨ACS CAPITAL CORPORATION LTD． 

⑩AEON CREDIT CARD（TAIWAN）CO.,LTD．

⑪ACS INSURANCE BROKER（ＴＨＡＩＬＡＮＤ）

ＣＯ.,ＬＴＤ． 

⑫Eternal 3 Special Purpose Vehicle  

    Co.,Ltd． 

なお、Eternal 3 Special Purpose Vehicle 

Co.,Ltd．は、在外子会社の現地会計基準等の

連結範囲の取扱いが変更されたことにより新た

に連結子会社となっております。 

連結子会社名 

①エヌ・シー・エス興産㈱ 

②エー・シー・エス債権管理回収㈱ 

③エー・シー・エス・ファイナンス㈱ 

④AEON CREDIT SERVICE（ASIA）CO.,LTD．

⑤AEON THANA SINSAP(THAILAND) PLC．

⑥AEON CREDIT SERVICE(M) BERHAD 

(注)１ 

⑦AEON CREDIT SERVICE（TAIWAN）

CO.,LTD． 

⑧AEON INFORMATION 

SERVICE(SHENZHEN)CO.,LTD． 

⑨ACS CAPITAL CORPORATION LTD． 

⑩AEON CREDIT CARD（TAIWAN）CO.,LTD．

⑪ACS INSURANCE BROKER（ＴＨＡＩＬＡＮＤ）

CO.,LTD． 

⑫PT.AEON CREDIT SERVICE INDONESIA 

（注）2 

⑬AEON CREDIT GUARANTEE(CHINA) 

CO.,LTD.  （注）2 

⑭ACS LIFE INSURANCE BROKER 

(THAILAND) CO.,LTD. （注）2 

⑮Eternal 3 Special Purpose Vehicle 

Co.,Ltd． 

⑯NIHON（HONG KONG）COMPANY LIMITED

  （注）3 

⑰Horizon Master Trust (AEON 2006-1)  

（注）4 

（注）1．AEON CREDIT SERVICE(M) BERHAD

は、AEON CREDIT SERVICE (M) 

SDN.BHD．から社名変更しております。 

（注）2．PT. AEON CREDIT SERVICE 

INDONESIAは株式取得、AEON CREDIT 

GUARANTEE (CHINA) CO.,LTD.及びACS 

LIFE INSURANCE BROKER (THAILAND) 

CO.,LTD.は会社設立により新たに連結子

会社となっております。 

（注）3．NIHON（HONG KONG）COMPANY 

LIMITEDは、在外子会社の現地法令の改

正により連結範囲が変更となったことに伴

い、新たに連結子会社となっております。

（注）4．債権流動化に伴いHorizon Master Trust

（AEON 2006-1）を設立し、新たに連結子

会社として連結範囲に含めております。 
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項目 
前連結会計年度 

（自 2005年２月21日 
至 2006年２月20日） 

当連結会計年度 
（自 2006年２月21日 
至 2007年２月20日） 

２．持分法の適用に関する事

項 

関連会社に持分法を適用しており、その内

容は次のとおりであります。 

関連会社に持分法を適用しており、その内

容は次のとおりであります。 

 関連会社数   ２社 関連会社数   １社 

 関連会社名 

ジャスベル㈱ 

㈱イオンビスティー 

関連会社名 

ジャスベル㈱ 

なお、㈱イオンビスティーは、株式売

却により持分法適用会社から除外いたし

ました。 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

連結子会社のうち10社の事業年度末日

は、 連結決算日と一致しております。 

なお、AEON INFORMATION SERVICE

（SHENZHEN）CO.,LTD.及びACS INSURANCE 

BROKER（ＴＨＡＩＬＡＮＤ）ＣＯ.,ＬＴＤ.．の事業年度

末日は12月31日でありますが、連結財務諸

表作成にあたっては、連結決算日で実施し

た仮決算に基づく財務諸表を使用しており

ます。 

連結子会社のうち12社の事業年度末日

は、 連結決算日と一致しております。 

なお、AEON INFORMATION SERVICE

（SHENZHEN）CO.,LTD.及びACS INSURANCE 

BROKER（ＴＨＡＩＬＡＮＤ）ＣＯ.,ＬＴＤ.、PT.AEON 

CREDIT SERVICE INDONESIA、AEON 

CREDIT GUARANTEE(CHINA) CO.,LTD.、

ACS LIFE INSURANCE BROKER 

(THAILAND)CO.,LTD.の事業年度末日は 

12月31日でありますが、連結財務諸表作成

にあたっては、連結決算日で実施した仮決

算に基づく財務諸表を使用しております。 

４．会計処理基準に関する事項   

（１）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

  

①有価証券 その他有価証券 

（時価のあるもの） 

連結決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定）に

よっております。 

その他有価証券 

（時価のあるもの） 

連結決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定）に

よっております。 

 （時価のないもの） 

移動平均法による原価法によっておりま

す。 

（時価のないもの） 

同     左 

    ②デリバティブ 時価法によっております。 同     左 

（２）重要な減価償却資産の 

減価償却の方法 

  

①有形固定資産 経済的耐用年数に基づく定額法によってお

ります。 

主な資産の経済的耐用年数として、提出会

社では下記の年数を採用しております。 

ＣＤ（キャッシュディスペンサー）４年 

同     左 

②無形固定資産 自社利用のソフトウェアについては、社内

における利用可能期間（５年以内）に基づく

定額法によっております。 

同     左 
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項目 
前連結会計年度 

（自 2005年２月21日 
至 2006年２月20日） 

当連結会計年度 
（自 2006年２月21日 
至 2007年２月20日） 

（３）繰延資産の処理方法 

   社債発行費 

 

社債発行費は支出時に全額費用としてお

ります。 
 

 

社債の償還までの期間にわたり利息法に

より償却しております。 

（会計方針の変更） 

従来、当社は、社債発行費を支出時に費

用処理しておりましたが、当連結会計年

度より、社債発行費を繰延資産として計

上し、社債の償還までの期間にわたり利

息法により償却する方法に変更しており

ます。この変更は、社債発行費について

も社債利息と同様に資金調達コストの一

部を構成すると考えられることから、「繰

延資産の会計処理に関する当面の取扱

い」（実務対応報告第19号 平成18年８

月11日）の適用を契機に、利息法で期間

配分することにより、一層の期間損益計

算の適正化をはかるために行ったもので

あります。 

この結果、従来の方法によった場合と比

較し、当連結会計年度の営業利益、経常

利益及び税金等調整前当期純利益は、そ

れぞれ115百万円多く計上されておりま

す。 

なお、セグメント情報に与える影響は、

当該箇所に記載しております。 

 

（４）重要な引当金の計上基準   

    ①貸倒引当金 営業債権等の貸倒れによる損失に備え、 

一般債権及び貸倒懸念債権毎にそれぞれ

過去の貸倒実績等を勘案して定めた一定 

の基準により算出した必要額を計上して 

おります。 

同     左 

②賞与引当金 従業員に対する賞与に備え、支給見込額

のうち当連結会計年度に対応する負担額

を計上しております。 

同     左 

③役員賞与引当金                      役員に対する賞与に備え、支給見込額を

計上しております。 

（会計方針の変更） 

当連結会計年度より、「役員賞与に関す

る会計基準」（企業会計基準委員会 平

成 17 年 11 月 29 日 企業会計基準第４

号）を適用しております。 

この結果、従来の方法によった場合と比較

し、営業利益、経常利益及び税金等調整

前当期純利益がそれぞれ72百万円減少し

ております。 

なお、セグメント情報に与える影響は、

当該箇所に記載しております。 

 

④ポイント制度引当金 提出会社及び一部の在外子会社が実施す

るポイント制度において、カード会員に付与

したポイントの使用により発生する費用負

担に備え、当連結会計年度末における将

来使用見込額を計上しております。 

同     左 
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項目 
前連結会計年度 

（自 2005年２月21日 
至 2006年２月20日） 

当連結会計年度 
（自 2006年２月21日 
至 2007年２月20日） 

⑤利息返還損失引当金 

 

 

 

 

将来の利息返還の請求に備え、過去の返

還実績等を勘案した必要額を計上しており

ます。 

（追加情報） 

 従来、支払時に費用処理していた利息の

返還額については、2006年1月に「貸金業

の規制等に関する法律」第43条（みなし弁

済規定）に関する最高裁判決が出されたこ

と、利息の返還額に金額的重要性が増して

きたことを鑑み、また、日本公認会計士協

会より「「貸金業の規制等に関する法律」の

みなし弁済規定の適用に係る最高裁判決

を踏まえた消費者金融会社等における監

査上の留意事項について」（日本公認会計

士協会リサーチ・センター審理情報［No．

24］平成18年３月15日）が公表されたことを

踏まえ、当連結会計年度より、将来の利息

返還請求により発生すると見込まれる額を

引当計上しております。 

なお、この変更により従来と比較して、税金

等調整前当期純利益は224百万円減少し

ております。 

将来の利息返還の請求に備え、過去の返

還実績等を勘案した必要額を計上しており

ます。 

（追加情報） 

 「消費者金融会社等の利息返還請求によ

る損失に係る引当金の計上に関する監査

上の取扱い」（日本公認会計士協会 平成

18年10月13日 業種別委員会報告第37

号）が公表され、利息返還損失引当金の算

定方法及び合理的見積期間の考え方が整

理されたことを受け、当連結会計年度より

当該引当金計上額の見積方法を変更する

とともに、固定負債に区分表示しておりま

す。 

なお、期首時点における当該報告に基づく

引当金計上額と前連結会計年度の見積方

法による引当金計上額（期首貸倒引当金

からの振替額1,430百万円を含む）との差

額2,402百万円は特別損失に計上しており

ます。 

 

⑥退職給付引当金 提出会社は、従業員の退職給付に備え、

当連結会計年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき、当連結

会計年度末において発生していると認めら

れる額を計上しております。 

数理計算上の差異は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により翌連結会計年

度から費用処理することとしております。 

同     左 

 

   

（５）収益の計上基準 

  ①総合あっせん 

  （イ）加盟店手数料 

   

 

 

 

  （ロ）顧客手数料 

   

 

  ②個品あっせん 

  （イ）加盟店手数料 

  

 

 

 

 

  （ロ）顧客手数料 

 

 

 

 

 

 

提出会社及び一部の在外子会社は、加盟

店への立替払実行時に一括して計上して

おります。一部の在外子会社は、残債方式

による発生主義に基づき計上しておりま

す。 

提出会社及び在外子会社は、残債方式に

よる期日到来基準に基づき計上しておりま

す。 

 

提出会社及び一部の在外子会社は、加盟

店への立替払実行時に一括して計上して

おります。一部の在外子会社は、残債方式

による発生主義に基づき計上しておりま

す。 

 

提出会社は、均分法による期日到来基準

に基づき計上しております。在外子会社

は、主として７・８分法による期日到来基準

に基づき計上しております。 

 

 

 

同     左 

 

 

 

 

同     左 

 

 

 

同     左 

 

 

 

 

 

同     左 
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項目 
前連結会計年度 

（自 2005年２月21日 
至 2006年２月20日） 

当連結会計年度 
（自 2006年２月21日 
至 2007年２月20日） 

  ③融資 提出会社及び在外子会社は、残債方式に

よる発生主義に基づき計上しております。 

（会計処理の変更） 

香港会計基準（ＨＫＡＳ）39号「金融商品：認

識及び測定」が2005年１月１日以降に開始

する会計年度から適用されたことに伴い

AEON CREDIT SERVICE(ASIA)CO.,LTD.で

は、当連結会計年度から同会計基準を適

用しております。同会計基準の適用に伴

い、融資等の開始時における取扱手数料

を一括して収益計上する方法から残債方

式による発生主義に基づき収益計上する

方法に変更しております。 

この変更により、前連結会計年度と比べて

営業収益及び営業利益が29百万円減少

し、特別損失が311百万円増加したことによ

り、税金等調整前当期純利益が341百万円

減少しております。 

なお、セグメント情報に与える影響は、当該

箇所に記載しております。 

 

提出会社及び在外子会社は、残債方式に

よる発生主義に基づき計上しております。 

 

 

 

（６）重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への換

算基準 

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直

物為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。なお、在外

子会社等の資産及び負債は、連結決算日

の直物為替相場により円貨に換算し、収益

及び費用は期中平均相場により円貨に換

算し、換算差額は少数株主持分及び資本

の部における為替換算調整勘定に含めて

計上しております。 

 

同     左 

（７）重要なリース取引の処理

方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リース

取引については､通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっております。 

同     左 

（８）重要なヘッジ会計の方法   

①ヘッジ会計の方法 

 

 

繰延ヘッジ処理によっております。また、特

例処理の要件を満たす金利スワップ取引

については、特例処理によっております。 

同     左 

 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

 

 

ヘッジ対象は借入金の金利変動リスク及び

為替変動リスクであり、これに対応するヘッ

ジ手段は金利スワップ・オプション取引及び

通貨スワップ・為替予約取引であります。 

同     左 

 

③ヘッジ方針 

 

各社が定める規定に基づき、財務活動に

係る金利変動リスク及び為替変動リスクを

ヘッジする目的に限定してデリバティブ取

引を行っております。 

同     左 
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項目 
前連結会計年度 

（自 2005年２月21日 
至 2006年２月20日） 

当連結会計年度 
（自 2006年２月21日 
至 2007年２月20日） 

④ヘッジ有効性の評価方法 ヘッジ開始時から有効性判定時点までの

期間において、ヘッジ対象とヘッジ手段の

相場変動またはキャッシュ・フロー変動の

累計を比較し、両者の変動額を基礎にして

有効性を評価しております。ただし、特例処

理によっている金利スワップ取引について

は、有効性の評価を省略しております。 

同     左 

 

（９）その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 
  

消費税等の会計処理 税抜方式によっております。ただし、資産に

係る控除対象外消費税等は、長期前払消

費税等として投資その他の資産の「その

他」に計上し、法人税法の規定に定める期

間で償却しております。 

同     左 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価につい

ては、全面時価評価法を採用しておりま

す。 

同     左 

６．連結調整勘定の償却に関

する事項 

 連結調整勘定の償却については、５年間

の均等償却を行っております。 

なお、少額な金額は発生時に一括償却して

おります。 

                   

７．のれん及び負ののれんの

償却に関する事項 

                   

 

のれん及び負ののれんの償却について

は、20年以内の均等償却を行っておりま

す。金額が僅少な場合は、発生時に一括

償却しております。 

なお、前連結会計年度において、「連結調

整勘定償却額」として掲記されていたもの

は、当連結会計年度から「負ののれん償却

額」と表示しております。 

８．利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

連結剰余金計算書は、連結会社の利益処

分について連結会計年度中に確定した利

益処分に基づいて作成しております。 

                   

９．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範囲 

連結キャッシュ・フロー計算書における資金

（現金及び現金同等物）は、手許現金、随

時引き出し可能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３ヶ月以内

に償還期限の到来する短期投資でありま

す。 

同     左 
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会計処理の変更 

前連結会計年度 
（自 2005年２月21日 
至 2006年２月20日） 

当連結会計年度 
（自 2006年２月21日 
至 2007年２月20日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係

る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 

平成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号 平成 15

年 10 月 31 日）が 2004 年３月 31 日以降に終了する連結

会計年度に係る連結財務諸表から適用できることになっ

たことに伴い、当連結会計年度から同会計基準及び同適

用指針を適用しております。これによる損益に与える影響

はありません。 

                          

                          （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成 17 年 12

月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 

平成 17 年 12 月９日）を適用しております。 

従来の資本の部の合計に相当する金額は、155,555 百万

円であります。 

なお、連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度

における連結貸借対照表の純資産の部については、  

改正後の連結財務諸表規則により作成しております。 

 
表示方法の変更  

前連結会計年度 
（自 2005年２月21日 
至 2006年２月20日） 

当連結会計年度 
（自 2006年２月21日 
至 2007年２月20日） 

（貸借対照表関係） 

  従来、無形固定資産に個別掲記していた「ソフトウェア仮勘

定」は、当連結会計年度末においてソフトウェアの金額に

占める重要性がなくなったため、無形固定資産の「ソフトウ

ェア」に含めて表示しております。なお、当連結会計年度末

における当該金額は396百万円であります。 

                          

 
追加情報 

前連結会計年度 
（自 2005年２月21日 
至 2006年２月20日） 

当連結会計年度 
（自 2006年２月21日 
至 2007年２月20日） 

（外形標準課税） 

「地方税法等の一部を改正する法律」（平成 15 年法律第

９号）が 2003 年３月 31 日に公布され、2004 年４月１日以

後に開始する連結会計年度より外形標準課税制度が導

入されたことに伴い、当連結会計年度から「法人事業税

における外形標準課税部分の損益計算書上の表示につ

いての実務上の取扱い」（平成 16年２月 13日 企業会計

基準委員会 実務対応報告第12号）に従い、法人事業税

の付加価値割及び資本割については販売費及び一般管

理費の「租税公課」に計上しております。 

この結果、販売費及び一般管理費の「租税公課」が 266

百万円増加し、営業利益、経常利益及び税金等調整前

当期純利益がそれぞれ同額減少しております。 
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 注記事項 
（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（2006年２月20日現在） 

当連結会計年度 
（2007年２月20日現在） 

※１．割賦売掛金及び営業貸付金 ※１．割賦売掛金及び営業貸付金 

（1）部門別の割賦売掛金残高は次のとおりであります。 （1）部門別の割賦売掛金残高は次のとおりであります。 
 

部門別 金額（百万円） 

総合あっせん 172,072 

個品あっせん 25,019 

合計 197,092 
  

 
部門別 金額（百万円） 

総合あっせん 229,252 

個品あっせん 31,537 

合計 260,790 
  

（2）割賦売掛金に含まれる信託受益権 

当連結会計年度末の割賦売掛金残高には、債権

流動化に伴い保有した信託受益権が3,098百万

円含まれております。 

（3）営業貸付金に含まれる信託受益権 

当連結会計年度末の営業貸付金残高には、債権

流動化に伴い保有した信託受益権が12,163百

万円含まれております。 

（4）割賦売掛金及び営業貸付金の売却取引 

提出会社は、割賦売掛金のうちカードショッピ

ング（総合あっせん）の１回払い債権の一部

（50,000百万円）をコンチェルト・レシーバブ

ルズ・コーポレーションに売却しております。 

Eternal 3 Special Purpose Vehicle Co.,Ltd.

は、AEON THANA SINSAP（THAILAND）PLC.の割

賦売掛金及び営業貸付金の一部（6,885百万円）

を売却しております。 

※２．                  

（2）割賦売掛金に含まれる信託受益権 

当連結会計年度末の割賦売掛金残高には、債権

流動化に伴い保有した信託受益権が342百万円

含まれております。 

（3）営業貸付金に含まれる信託受益権 

当連結会計年度末の営業貸付金残高には、債権

流動化に伴い保有した信託受益権が6,787百万

円含まれております。 

（4）割賦売掛金及び営業貸付金の売却取引 

提出会社は、割賦売掛金のうちカードショッピ

ング（総合あっせん）の１回払い債権の一部

（40,217百万円）をコンチェルト・レシーバブ

ルズ・コーポレーションに売却しております。 

 

 

 

 

※２．担保に供している資産及び担保付債務は次のと

おりであります。 

 （1）担保に供している資産 

種類 金額（百万円） 

割賦売掛金 7,524 

営業貸付金 12,170 

合計 19,695 

 （2）担保付債務 

種類 金額（百万円） 

長期借入金 13,030 

 

※３．関連会社に係る注記 ※３．関連会社に係る注記 

各科目に含まれている関連会社に対する主な資

産は次のとおりであります。 

各科目に含まれている関連会社に対する主な資

産は次のとおりであります。 
 
投資有価証券（株式） 39百万円
  

 
投資有価証券（株式） 72百万円
  

※４．「その他」には、連結調整勘定275百万円が含ま

れております。 

※５．提出会社の発行済株式総数は、普通株式 

   52,322,336株であります。 

※６．連結会社が保有する自己株式数は、普通株式

17,642株であります。 

※４．「その他」には、負ののれん1,120百万円が含ま

れております。 

※５．提出会社の発行済株式総数は、普通株式 

   156,967,008株であります。 

※６．連結会社が保有する自己株式数は、普通株式

52,769株であります。 
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前連結会計年度 
（2006年２月20日現在） 

当連結会計年度 
（2007年２月20日現在） 

 ７．当座貸越契約、借入コミットメント契約及び貸出

コミットメント契約 

（１）当座貸越契約及び借入コミットメント契約 

     提出会社及び一部の連結子会社は、運転資金

の効率的な調達を行うため、取引銀行数行と

当座貸越契約及び借入コミットメント契約

を締結しております。これらの契約に基づく

借入未実行残高は次のとおりであります。 

当座貸越及び借入コミットメント極度額 52,545百万円 

借入実行額 865百万円 

差引：借入未実行残高 51,680百万円 

（２）貸出コミットメント契約 

     提出会社及び一部の連結子会社は、クレジッ

トカード業務に附帯するキャッシング業務等

を行っております。当該業務における貸出コ

ミットメントに係る貸出未実行残高は次のと

おりであります。 

貸出コミットメント総額 4,271,059百万円 

貸出実行額 388,742百万円 

差引：貸出未実行残高 3,882,316百万円 

     なお、上記には、流動化の対象とした債権に

     係る金額を含んでおります。 

     また、上記貸出コミットメント契約において

は、借入人の資金使途、信用状態等に関する

審査が貸出の条件となっているため、必ずし

も全額が貸出実行されるものではありませ

ん。 

  ７．当座貸越契約、借入コミットメント契約及び貸出

コミットメント契約 

（１）当座貸越契約及び借入コミットメント契約 

     提出会社及び一部の連結子会社は、運転資金

の効率的な調達を行うため、取引銀行数行と

当座貸越契約及び借入コミットメント契約

を締結しております。これらの契約に基づく

借入未実行残高は次のとおりであります。 

当座貸越及び借入コミットメント極度額 47,455百万円 

借入実行額 1,566百万円 

差引：借入未実行残高 45,888百万円 

（２）貸出コミットメント契約 

提出会社及び一部の連結子会社は、クレジッ 

トカード業務に附帯するキャッシング業務等

を行っております。当該業務における貸出コ

ミットメントに係る貸出未実行残高は次のと

おりであります。 

貸出コミットメント総額 5,022,052百万円 

貸出実行額 433,297百万円 

差引：貸出未実行残高 4,588,754百万円 

      なお、上記には、流動化の対象とした債権に

係る金額を含んでおります。 

      また、上記貸出コミットメント契約において

は、借入人の資金使途、信用状態等に関する

審査が貸出の条件となっているため、必ずし

も全額が貸出実行されるものではありませ

ん。 

 

（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 2005年２月21日 
至  2006年２月20日） 

当連結会計年度 
（自 2006年２月21日 
至 2007年２月20日） 

※１．                  

 

 

 

 

 

 

 

※２．過年度に付与したポイントの使用に対応したもの

であります。  

 ３．部門別取扱高 

総合あっせん 1,348,860百万円

個品あっせん 45,023百万円

融資 609,944百万円

融資代行 174,036百万円

その他 5,195百万円

 合計 2,183,060百万円
 

※１．「消費者金融会社等の利息返還請求による損失に

係る引当金の計上に関する監査上の取扱い」（日

本公認会計士協会 平成18年10月13日 業種別委

員会報告第37号）が公表されたことを踏まえ、期

首時点における当該報告に基づく引当金計上額と

前連結会計年度の見積方法による引当金計上額

（期首貸倒引当金からの振替額1,430百万円を含

む）との差額を計上したものであります。 

※２．               

 

３．部門別取扱高 

総合あっせん 1,590,444百万円

個品あっせん 44,360百万円

融資 695,016百万円

融資代行 141,750百万円

その他 11,348百万円

 合計 2,482,920百万円
   

 



 

- 30 - 

（連結株主資本等変動計算書関係） 

  当連結会計年度 （自 2006 年２月 21 日 至 2007 年２月 20 日） 

  １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
前連結会計年度末

株式数（株） 

当連結会計年度増加

株式数（株） 

当連結会計年度減少

株式数（株） 

当連結会計年度末

株式数（株） 

発行済株式   

 普通株式 （注）１ 52,322,336 104,644,672 － 156,967,008

合計 52,322,336 104,644,672 － 156,967,008

自己株式   

普通株式 （注）２ 17,642 36,712 1,585 52,769

合計 17,642 36,712 1,585 52,769

（注）１．普通株式の発行済株式の増加 104,644,672 株は、2006 年２月 21 日付で１株につき３株の割合で株式分割

したことによるものであります。 

２．普通株式の自己株式の増加 36,712 株は、2006 年２月 21 日付で１株につき３株の割合で株式分割したこと

による 35,284 株の増加及び単元未満株式の買取りによる 1,428 株の増加であり、減少の 1,585 株は売却に

よるものであります。 

 

２．配当に関する事項 

  （１）配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額

（百万円） 

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日 

2006 年５月 16 日 

定時株主総会 
普通株式 2,876 55 2006 年２月 20 日 2006 年５月 16 日 

2006 年 10 月４日 

取締役会 
普通株式 2,353 15 2006 年８月 20 日 2006 年 10 月 18 日 

 

（２）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

   2007 年５月 15 日開催の定時株主総会において、次の議案を付議いたします。 

株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 
配当の原資 

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日 

普通株式 3,922 繰越利益剰余金 25 2007 年２月 20 日 2007 年５月 16 日 

（注）１株当たり配当額の内訳は、普通配当 20 円、記念配当５円であります。 

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 2005年２月21日 
至  2006年２月20日） 

当連結会計年度 
（自 2006年２月21日 
至 2007年２月20日） 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

（2006年２月20日現在) （2007年２月20日現在)
 
現金及び預金 16,502百万円

預入期間が３ヶ月超及び担保に供し
ている定期預金 

△3百万円

現金及び現金同等物 16,499百万円
  

 
現金及び預金 28,725百万円

預入期間が３ヶ月超及び担保に供し
ている定期預金 

△2,855百万円

現金及び現金同等物 25,869百万円
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（リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自 2005年２月21日 
至 2006年２月20日） 

当連結会計年度 
（自 2006年２月21日 
至 2007年２月20日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

（借主側） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

（借主側） 

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 
 

 
取得価額
相当額 
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円） 

期末残高
相当額 
（百万円）

車両運搬具  132 44 87

器具備品 2,432 1,040 1,391

ソフトウェア    268       133      135

計 2,832 1,218 1,614

  

 

 
取得価額
相当額 
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円） 

期末残高
相当額 
（百万円）

車両運搬具  172 96 76

器具備品 2,654 1,633 1,021

ソフトウェア    267      192 74

計 3,095 1,922 1,172

  
（２）未経過リース料期末残高相当額等 

   未経過リース料期末残高相当額 

（２）未経過リース料期末残高相当額等 

   未経過リース料期末残高相当額 
 

１年以内 685百万円

１年超 952百万円

合計 1,638百万円
  

 
１年以内 622百万円

１年超 565百万円

合計 1,188百万円
  

（３）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

（３）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 
 

支払リース料 701百万円

減価償却費相当額 670百万円

支払利息相当額 29百万円
  

 
支払リース料 748百万円

減価償却費相当額 729百万円

支払利息相当額 21百万円
  

（４）減価償却費相当額の算定方法 （４）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

（５）利息相当額の算定方法 

   リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

                同    左 

 

（５）利息相当額の算定方法 

          同    左 

 

２．オペレーティング・リース取引 

（借主側） 

 未経過リース料 

１年以内 907百万円

１年超 1,062百万円

合計 1,970百万円

 

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はありません。 

 

２．オペレーティング・リース取引 

（借主側） 

 未経過リース料 

１年以内 1,396百万円

１年超 1,684百万円

合計 3,080百万円

 

（減損損失について） 

         同    左 
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（有価証券関係） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

前連結会計年度（2006年２月20日現在） 当連結会計年度（2007年２月20日現在） 

 種類 
取得原価 
（百万円） 

連結貸借対照
表計上額 
（百万円）

差額 
（百万円）

取得原価 
（百万円）

連結貸借対照
表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円）

株式 2,075 11,634 9,558 2,257 12,248 9,991連結貸借対照
表計上額が取
得原価を超え
るもの 小計 2,075 11,634 9,558 2,257 12,248 9,991

株式 608 575 △33 1,013 698 △315連結貸借対照
表計上額が取
得原価を超え
ないもの 小計 608 575 △33 1,013 698 △315

合計 2,684 12,210 9,525 3,271 12,947 9,676

（注） 減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ 50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、

30％～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について

減損処理を行っております。 

 

２．前連結会計年度及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

前連結会計年度 
（自2005年２月21日 至2006年２月20日） 

当連結会計年度 
（自2006年２月21日 至2007年２月20日） 

売却額（百万円) 
売却益の合計額 
（百万円） 

売却損の合計額
（百万円） 

売却額（百万円)
売却益の合計額 
（百万円） 

売却損の合計額
（百万円） 

685 604 － 827 766 －

 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

前連結会計年度（2006年2月20日現在） 当連結会計年度（2007年2月20日現在）
種類 

連結貸借対照表計上額（百万円） 連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

非上場株式 1,263 1,237 
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（デリバティブ取引関係） 

１．取引の状況に関する事項 

前連結会計年度 
（自 2005年２月21日 
至 2006年２月20日） 

当連結会計年度 
（自 2006年２月21日 
至 2007年２月20日） 

(1)取引の内容及び利用目的 (1)取引の内容及び利用目的 

当グループは、変動金利支払いの借入金を対象とし

て、将来に市中金利上昇が調達コスト（支払利息）

に及ぼす影響を回避する目的で、金利関連デリバテ

ィブ取引に該当する金利スワップ取引及び金利キャ

ップ取引を利用しております。 

また、外貨借入金に係る為替レートの変動によるリ

スクをヘッジする目的で、通貨スワップ取引及び為

替予約取引を利用しております。 

当グループは、変動金利支払いの借入金を対象とし

て、将来に市中金利上昇が調達コスト（支払利息）

に及ぼす影響を回避する目的で、金利関連デリバテ

ィブ取引に該当する金利スワップ取引を利用してお

ります。 

また、外貨借入金に係る為替レートの変動によるリ

スクをヘッジする目的で、通貨スワップ取引を利用

しております。 

(2)取引に対する取組方針 (2)取引に対する取組方針 

当グループは、短期的な売買差益を獲得する目的（

トレーディング目的）や投機目的のためにデリバテ

ィブ取引を行わない方針であります。 

同     左 

(3)取引に係るリスクの内容 (3)取引に係るリスクの内容 

デリバティブ取引に係わる主要なリスクは、市場リ

スク及び信用リスクがあります。このうち市場リス

クとして、当グループは金利変動リスク及び為替変

動リスクを有しております。但し、当グループでは

金利関連のデリバティブ取引については、変動金利

の借入金の金利上昇ヘッジのために利用しており、

金利上昇時の金融コストを軽減する効果を有してお

ります。 

また、通貨関連のデリバティブについては、外貨借

入金の為替変動リスクをヘッジする効果を有してお

ります。 

信用リスクとしては、取引先の契約不履行によるリ

スクがありますが、当グループは信用度の高い金融

機関を取引先としており、また、取引先も分散した

リスク管理を行っているため、契約不履行によるリ

スクはほとんどないと認識しております。 

同     左 

(4)取引に係るリスク管理体制 (4)取引に係るリスク管理体制 

デリバティブ取引を契約する時は、取引枠・期間・

取引のタイミング等の内容につき、内規に基づいて

執行され、取引を行う部門と管理する部門を分離し、

取引内容については、定期的に担当役員、経営会議

等に報告されております。 

同     左 

(5)「取引の時価等に関する事項」に係る補足説明 (5)「取引の時価等に関する事項」に係る補足説明 

「取引の時価等に関する事項」に記載しております

金利スワップ取引及び金利キャップ取引並びに通貨

スワップ取引に係る契約額等は、当連結会計年度末

で当グループが契約している想定元本であります。

この数値は、あくまでも、金利スワップ取引及び金

利キャップ取引並びに通貨スワップ取引における名

目的な契約額又は取引決済のための計算上の想定元

本であり、当該金額による現物資産の受渡しは行わ

れず、また当該金額自体は、そのまま金利スワップ

取引及び金利キャップ取引並びに通貨スワップ取引

に係る市場リスク又は信用リスクを表すものではあ

りません。 

当連結会計年度末で当グループが契約している金 

利スワップ取引及び通貨スワップ取引は、ヘッジ会 

 計を適用しておりますので、「取引の時価等に関す 

る事項」の記載を省略しております。 
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２．取引の時価等に関する事項 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

金利関連 

前連結会計年度（2006年２月20日現在） 当連結会計年度（2007年２月20日現在） 

区分 種類 
契約額等 
（百万円） 

契約額等の
うち１年超
（百万円）

時価 
（百万円）

評価損益
（百万円）

契約額等
（百万円）

契約額等の
うち１年超 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

評価損益
（百万円）

金利スワップ取引    市場取

引以外

の取引 支払固定・受取変動 152  － △7 △7 － －  －  － 

合計 152  － △7 △7 － －  －  － 

（注）１．時価は、契約を締結している金融機関から提示された価格に基づき算定しております。 

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 
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（退職給付関係） 

前連結会計年度 
（自 2005年２月21日 
至 2006年２月20日） 

当連結会計年度 
（自 2006年２月21日 
至 2007年２月20日） 

１．採用している退職給付制度の概要 

提出会社は、イオン㈱及び同社の主要国内関係

会社で設立している確定給付型の企業年金基金並

びに確定拠出年金制度及び退職金前払制度を設け

ております。 

１．採用している退職給付制度の概要 

同     左 

２．退職給付債務及びその内訳 ２．退職給付債務及びその内訳 

 （百万円)

退職給付債務 △899

年金資産 569

未積立退職給付債務 △329

未認識数理計算上の差異 366

前払年金費用 36

  

 （百万円)

退職給付債務 △912

年金資産 582

未積立退職給付債務 △329

未認識数理計算上の差異 289

退職給付引当金 △40
 

３．退職給付費用の内訳 ３．退職給付費用の内訳 
 
 （百万円)

勤務費用 61

利息費用 19

期待運用収益 △10

数理計算上の差異の費用処理額 45

その他（注） 80

退職給付費用 196
 
（注） 確定拠出年金の掛金支払額、及び退職前払金制度 

による従業員に対する前払退職金支払額であり 

ます。 

 
 （百万円)

勤務費用 57

利息費用 21

期待運用収益 △13

数理計算上の差異の費用処理額 50

その他（注） 88

退職給付費用 204
 
 （注） 確定拠出年金の掛金支払額、及び退職前払金制度 

による従業員に対する前払退職金支払額であり

ます。 

４．退職給付債務の計算の基礎に関する事項 ４．退職給付債務の計算の基礎に関する事項 
 
退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

割引率 2.4％

期待運用収益率 1.95％
  

 
退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

割引率 2.4％

期待運用収益率 2.31％
  

数理計算上の差異の処理年数 

発生の翌連結会計年度より10年 

 

数理計算上の差異の処理年数 

発生の翌連結会計年度より10年 
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（税効果会計関係） 

前連結会計年度 
（自 2005年２月21日 
至 2006年２月20日） 

当連結会計年度 
（自 2006年２月21日 
至 2007年２月20日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳 １．繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳 

（1）流動の部 (1）流動の部 

繰延税金資産 繰延税金資産 
 
割賦売掛金及び営業貸付金 3,909百万円

未収収益 622百万円

貸倒引当金 3,991百万円

ポイント制度引当金 767百万円

未払事業税 681百万円

利息返還損失引当金 90百万円

その他 164百万円

繰延税金資産合計 10,227百万円
 

 
割賦売掛金及び営業貸付金 2,954百万円

未収収益 785百万円

貸倒引当金 8,807百万円

ポイント制度引当金 1,078百万円

未払事業税 782百万円

その他 270百万円

繰延税金資産合計 14,678百万円
 

（2）固定の部 (2）固定の部 

繰延税金資産 
 
有形固定資産 400百万円

一括償却資産 7百万円

ソフトウェア 167百万円

投資有価証券 57百万円

長期前払費用 177百万円

その他 113百万円

繰延税金資産小計 923百万円

評価性引当額 △ 46百万円

繰延税金資産合計 876百万円

繰延税金負債との相殺 △868百万円

繰延税金資産の純額 8百万円
 

繰延税金資産 
 
利息返還損失引当金 2,823百万円

有形固定資産 394百万円

一括償却資産 24百万円

ソフトウェア 115百万円

長期前払費用 124百万円

その他 172百万円

繰延税金資産小計 3,656百万円

評価性引当額 △ 46百万円

繰延税金資産合計 3,609百万円

繰延税金負債との相殺 △3,548百万円

繰延税金資産の純額 61百万円
 

繰延税金負債 繰延税金負債 
 
前払年金費用 14百万円

特別償却準備金 19百万円

在外子会社等一時差異 304百万円

在外子会社の留保利益 162百万円

その他有価証券評価差額金 3,657百万円

繰延税金負債合計 4,158百万円

繰延税金資産との相殺 △868百万円

繰延税金負債の純額 3,290百万円
 

 
特別償却準備金 4百万円

在外子会社等一時差異 323百万円

在外子会社の留保利益 221百万円

その他有価証券評価差額金 3,822百万円

繰延税金負債合計 4,371百万円

繰延税金資産との相殺 △3,548百万円

繰延税金負債の純額 822百万円

 
 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異原因 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異原因 
 
法定実効税率 40.4％

（調整） 

受取配当金等の一時差異でない項目 0.3％

外国税額控除 △0.3％

住民税均等割 0.2％

在外連結子会社に係る税率差異 △3.1％

連結消去による影響 1.1％

IT投資減税 △1.0％

その他  0.3％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 37.9％
  

 
法定実効税率 40.4％

（調整） 

受取配当金等の一時差異でない項目  0.3％

外国税額控除 △0.3％

住民税均等割 0.2％

在外子会社に係る税率差異 △3.8％

連結消去による影響 1.7％

IT投資促進税制及び情報基盤強化税制

による減税 
△0.4％

その他 △0.1％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 38.0％
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（セグメント情報） 
【事業の種類別セグメント情報】 
前連結会計年度及び当連結会計年度の事業の種類については、総合あっせん、個品あっせん、融資、サービサー等
を核とした「金融サービス事業」と、保険代理店事業をはじめとする「その他の事業」に区分しておりますが、全
セグメントの営業収益の合計、営業利益及び全セグメント資産の金額の合計額に占める「金融サービス事業」の割
合がいずれも 90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

 

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度 

（自 2005年２月21日 至 2006年２月20日） 
 

国内 

（百万円） 

在外 

（百万円） 
計（百万円）

消去又は全社

（百万円） 

連結 

（百万円） 

Ⅰ 営業損益  

営業収益  

（1）外部顧客に対する営業収益 111,294 33,456 144,751 － 144,751

（2）セグメント間の内部営業収益又は振替高 1 2 4 （    4） －

計 111,296 33,459 144,755 （    4） 144,751

営業費用 78,235 26,289 104,524 （    4） 104,519

営業利益 33,060 7,170 40,231     － 40,231

Ⅱ 資産 547,444 148,120 695,565 （  6,208） 689,356

（注）１．在外の区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 
香港、タイ、マレーシア、台湾、深圳（中国） 

   ２．会計処理の変更 
     収益の計上基準の変更 
    「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」4.（5）に記載のとおり、AEON CERDIT 

SERVICE(ASIA)CO.,LTD.において、収益の計上基準を変更しております。この変更により、従来の方法によ
った場合と比較して、在外の営業収益及び営業利益は 29 百万円少なく計上されております。 

 

当連結会計年度 

（自 2006年２月21日 至 2007年２月20日） 
 

国内 

（百万円） 

在外 

（百万円） 
計（百万円）

消去又は全社

（百万円） 

連結 

（百万円） 

Ⅰ 営業損益  

営業収益  

（1）外部顧客に対する営業収益 127,099 46,382 173,481 － 173,481

（2）セグメント間の内部営業収益又は振替高 － － － （    －） －

計 127,099 46,382 173,481 （    －） 173,481

営業費用 95,445 37,081 132,526 （    －） 132,526

営業利益 31,654 9,301 40,955         －  40,955

Ⅱ 資産 640,282 203,745 844,027 （  9,773） 834,254

（注）１．在外の区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 
香港、タイ、マレーシア、台湾、中国、インドネシア 

   ２．会計処理の変更 
    （１）繰延資産の処理方法の変更 
      「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４.（３）に記載のとおり、提出会社において、   

繰延資産（社債発行費）の処理方法を変更しております。この変更により、従来の方法によった場合と
比較し、国内の営業費用が 115 百万円少なく計上されており、営業利益が 115 百万円多く計上されてお
ります。 

    （２）役員賞与引当金の計上基準 
      「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４.（４）③に記載のとおり、提出会社及び国内子

会社において、「役員賞与に関する会計基準」を適用しております。この結果、従来の方法によった場
合と比較し、国内の営業費用が 72 百万円多く計上されており、営業利益が 72 百万円少なく計上されて
おります。 
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【海外営業収益】 

前連結会計年度 

（自 2005年２月21日 至 2006年２月20日） 

海外営業収益（百万円） 連結営業収益（百万円） 
海外営業収益の連結営業収益  
に占める割合（％） 

33,456 144,751 23.1 

（注）１．海外営業収益は、在外連結子会社の本邦以外の国又は地域における営業収益の合計額であります。 

なお、在外の区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

香港、タイ、マレーシア、台湾、深圳（中国） 

   ２．会計処理の変更 

     収益の計上基準の変更 

    「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」4.（5）に記載のとおり、AEON CERDIT 

SERVICE(ASIA)CO.,LTD.において、収益の計上基準を変更しております。この変更により、従来の方法によ

った場合と比較して、在外の営業収益及び連結営業利益は 29 百万円少なく計上されております。 

 

当連結会計年度 

（自 2006年２月21日 至 2007年２月20日） 

海外営業収益（百万円） 連結営業収益（百万円） 
海外営業収益の連結営業収益  
に占める割合（％） 

46,382 173,481 26.7 

（注）  海外営業収益は、在外連結子会社の本邦以外の国又は地域における営業収益の合計額であります。 

なお、在外の区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

香港、タイ、マレーシア、台湾、中国、インドネシア 
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【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自 2005 年２月 21 日 至 2006 年２月 20 日） 

１．親会社及び法人主要株主等 

関係内容 

属性 
会 社等

の名称 
住所 

資本金 

（百万円） 

事業の 

内容 

議決権等

の被所有

割合 
役員の

兼任等

事業上の

関係 

取引の内容
取引金額

（百万円） 
科目 

期末残高

（百万円）

総合あっせん収益 7,048 買掛金 5,482

親会社 イオン㈱ 
千葉市 

美浜区 
101,798 総合小売業

直接45.4%

間接 4.9%

転籍 

４人

兼任 

２人

加盟店 

契約 
個品あっせん収益 1  

（注）１.取引金額には消費税等は含まれておりません。 

２.取引条件の決定については、一般取引条件と同様に決定しております。 

３.「議決権等の被所有割合」の間接所有の割合は親会社の子会社によるもので、その内容は次のとおりであります。 

マックスバリュ西日本㈱（1.7%）、ミニストップ㈱（1.5%）、㈱コックス（0.8%）、㈱ニューステップ（0.3%）、 

マックスバリュ東北㈱（0.3%）、㈱ツヴァイ（0.2%）、㈱ブルーグラス（0.1%） 

２．兄弟会社等 

前連結会計年度まで記載しておりましたミニストップ㈱の取引については、金額に重要性がなく 

なったため、記載を省略しております。 

 

当連結会計年度（自 2006 年２月 21 日 至 2007 年２月 20 日） 

親会社及び法人主要株主等 

関係内容 

属性 
会 社等

の名称 
住所 

資本金 

（百万円） 

事業の 

内容 

議決権等

の被所有

割合 
役員の

兼任等

事業上の

関係 

取引の内容
取引金額

（百万円） 
科目 

期末残高

（百万円）

総合あっせん収益 7,313 買掛金 7,051

親会社 イオン㈱ 
千葉市 

美浜区 
198,791 総合小売業

直接45.3%

間接 5.0%

転籍 

４人

兼任 

２人

加盟店 

契約 
個品あっせん収益 0  

（注）１.取引金額には消費税等は含まれておりません。 

２.取引条件の決定については、一般取引条件と同様に決定しております。 

３.「議決権等の被所有割合」の間接所有の割合は親会社の子会社によるもので、その内容は次のとおりであります。 

マックスバリュ西日本㈱（1.7%）、ミニストップ㈱（1.5%）、㈱コックス（0.8%）、㈱ニューステップ（0.3%）、 

マックスバリュ東北㈱（0.3%）、㈱ツヴァイ（0.2%）、㈱ブルーグラス（0.1%） 
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（１株当たり情報） 
前連結会計年度 

（自 2005年２月21日 
至 2006年２月20日） 

当連結会計年度 
（自 2006年２月21日 
至 2007年２月20日） 

１株当たり純資産額 2,650円32銭 １株当たり純資産額 991円07銭 

１株当たり当期純利益 405円22銭 １株当たり当期純利益 131円23銭 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 

潜在株式が存在しないため記

載しておりません。 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益

潜在株式が存在しないため記

載しておりません。 

（注） １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

項目 
前連結会計年度 

（自 2005年２月21日 
至 2006年２月20日） 

当連結会計年度 
（自 2006年２月21日 
至 2007年２月20日） 

当期純利益（百万円） 21,262 20,592 

普通株主に帰属しない金額（百万円）   66    － 

（うち役員賞与金） （    66） (     －） 

普通株主に係る当期純利益（百万円） 21,195 20,592 

普通株式の期中平均株式数（株） 52,305,330 156,914,060 

 

（重要な後発事象） 
前連結会計年度 

（自 2005年２月21日 
至 2006年２月20日） 

当連結会計年度 
（自 2006年２月21日 
至 2007年２月20日） 

2006年１月12日開催の当社取締役会の決議に基づき、 

次のように株式分割による新株式を発行しております。

１．分割日 
2006年２月21日 

２．分割により増加する株式数 
普通株式   104,644,672株 

３．分割方法 
2006年２月20日最終の株主名簿及び実質株主名簿 
に記載または記録された株主の所有株式数を、
１株につき３株の割合をもって分割いたしました。

 ４．配当起算日 
   2006年2月21日 
５．当社が発行する株式の総数 
    2006年２月21日付をもって当社定款を変更し、発 

行する株式の総数を180,000,000株から 
360,000,000株増加して540,000,000株に変更いた 
しました。 

   
  当該株式分割が前期首に行なわれたと仮定した場合 

  の前連結会計年度における１株当たり情報及び当期 

  首に行なわれたと仮定した場合の当連結会計年度に 

おける１株当たり情報は、それぞれ以下のとおりと 

なります。 

前連結会計年度 当連結会計年度 

1株当たり純資産額

748円31銭

1株当たり純資産額

883円44銭

1株当たり当期純利益

     118円70銭

1株当たり当期純利益

     135円 7銭

潜在株式調整後１株 

当たり当期純利益 

潜在株式が存在しな 

いため記載しており 

ません。 

潜在株式調整後１株 

当たり当期純利益 

同  左 
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２００７年２月期  個別財務諸表の概要           2007 年４月４日 
 
上 場 会 社 名        イオンクレジットサービス株式会社          上場取引所 東証市場第一部 

コ ー ド 番 号         ８５７０                                     本社所在都道府県 東京都 
（URL http://www.aeoncredit.co.jp） 

代 表 者 役職名  代 表 取 締 役 社 長 氏名 森  美樹 
問合せ先責任者 役職名  取締役財務経理本部長 氏名 玉井 貢     TEL(03)5281－2057 

決算取締役会開催日 2007 年４月 ４日                       配当支払開始予定日  2007 年５月１６日 

定時株主総会開催日 2007 年５月１５日             単元株制度採用の有無 有（１単元 100 株） 

１．２００７年２月期の業績(２００６年２月２１日～２００７年２月２０日) 

(1) 経営成績             （記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。） 
 営業収益 営業利益 経常利益 

 
2007 年 2 月期 
2006 年 2 月期 

百万円   ％
１２５,１６９（１４.１）
１０９,７３６（１５.９）

百万円   ％
３０,４７８（△４.８）
３２,００１（１２.０）

百万円   ％
３１,６２７（△３.４）
３２,７２８（１１.９）

 
 

当期純利益 
1株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

自己資本 
当期純利益率 

総 資 産
経常利益率

営業収益
経常利益率

 
2007 年 2 月期 
2006 年 2 月期 

百万円   ％
１７,９０２（△６.１）
１９,０５６（１２.７）

円  銭
114 09  
363 24 

円  銭
― ― 
― ―  

％ 
１３.８ 
１６.６ 

％
５.４
６.５

％
２５.３
２９.８

（注）①期中平均株式数 2007 年 2 月期 156,914,060 株  2006 年 2 月期 52,305,330 株 
②会計処理の方法の変更  有 
③営業収益、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
④取扱高     2007 年 2 月期 2,180,248 百万円（対前期増減率 11.8％） 
       2006 年 2 月期 1,949,631 百万円（対前期増減率 15.0％） 
⑤2006 年 1 月 12 日開催の取締役会決議により、2006 年 2 月 20 日最終の株主に対して 2006 年 2 月 21 日付を
もって、普通株式 1 株につき 3 株の割合で株式分割しております。なお、1 株当たり指標遡及修正値につい
ては、60 頁に記載しております。 

(2)財政状態  

 総 資 産     純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産

 
2007 年 2 月期 
2006 年 2 月期 

百万円
６３７,０７７ 
５４４,２９３ 

百万円
１３６,３９６ 
１２３,５３９ 

％ 
     ２１.４ 
     ２２.７ 

円   銭
８６９ ２５ 

２,３６０ ８２ 

 (注) ①期末発行済株式数 2007 年 2 月期 156,914,239 株  2006 年 2 月期 52,304,694 株 

   ②期末自己株式数  2007 年 2 月期     52,769 株  2006 年 2 月期    17,642 株 

２．２００８年２月期の業績予想(２００７年２月２１日～２００８年２月２０日) 

 営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益 

 
中 間 期 
（対前年同期増減率） 
通   期 

（対前期増減率） 

百万円 
６３,０００ 
（２.６％） 

１３０,０００ 
（３.９％） 

百万円
１３,０００ 
（△９.８％）
２７,６００ 
（△９.４％）

百万円 
  １３,６００ 
（△１０.０％） 
   ２８,６００ 
 （ △９.６％） 

百万円
   ８,２００ 
（△９.５％） 
 １６,２００ 
（△９.５％） 

（注）取扱高は中間期 1,170,000 百万円（対前年同期増減率 9.2％）、通期 2,500,000 百万円（対前期増減率 14.7％）

を見込んでおります。 
（参考)１株当たり予想当期純利益(通期) 103 円 24 銭 
 

３．配当状況 

・現金配当 １株当たり年間配当金（円） 

 中間期末 期末 年間 

配当金総額 
（百万円） 

配当性向 
（％） 

純資産 
配当率(％)

2006 年 2 月期 ３５.００ ５５.００ ９０.００ ４,７０７ ２４.８ ３.８

2007 年 2 月期 １５.００ ２５.００ ４０.００ ６,２７６ ３５.１ ４.６

2008 年 2 月期(予想) １５.００ ２０.００ ３５.００   

（注）2007 年 2 月期期末配当金の内訳 普通配当 20 円 00 銭 記念配当 5円 00 銭 

 

 
※上記数値予想は、本資料の発表日現在における将来の見通し、計画のもととなる前提、予測を含んで記載しております。 

実際の業績は、今後様々な要因によって上記予想と異なる結果となる可能性があります。 
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１【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

  
前事業年度 

（2006年２月20日現在） 
当事業年度 

（2007年２月20日現在） 
増減 
（△は減）

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額 
（百万円）

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１．現金及び預金  12,153 16,056  3,902

２．割賦売掛金 ※１ 148,821 197,211  48,390

３．営業貸付金 ※１ 349,904 385,585  35,681

４．立替金  3,920 3,340  △580

５．前払費用  837 663  △174

６．繰延税金資産  9,627 13,885  4,257

７．未収入金  7,419 7,996  576

８．未収収益  4,703 6,053  1,350

９．その他  451 1,696  1,245

貸倒引当金  △22,639 △33,564  △10,925

流動資産合計  515,200 94.7 598,924 94.0 83,723

Ⅱ 固定資産    

１．有形固定資産    

(1）建物  1,054 1,247   

減価償却累計額  513 541 660 587  46

(2）車両運搬具  6 6   

減価償却累計額  0 6 1 5  △1

(3）器具備品  12,567 12,926   

減価償却累計額  10,049 2,517 9,615 3,311  793

有形固定資産合計  3,065 0.6 3,904 0.6 839
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前事業年度 

（2006年２月20日現在） 
当事業年度 

（2007年２月20日現在） 
増減 
（△は減）

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額 
（百万円）

２．無形固定資産    

(1）ソフトウェア  4,087 4,936  848

(2）電話加入権  37 37  －

無形固定資産合計  4,125 0.7 4,974 0.8 848

３．投資その他の資産    

(1）投資有価証券  12,806 13,897  1,090

(2）関係会社株式  6,013 9,131  3,117

(3）長期前払費用  700 3,674  2,974

(4）差入保証金  2,109 2,170  60

(5）前払年金費用  36 －  △36

(6）その他  234 285  51

投資その他の資産合計  21,901 4.0 29,159 4.6 7,257

固定資産合計  29,092 5.3 38,037 6.0 8,944

Ⅲ 繰延資産    

社債発行費  － 115  115

繰延資産合計  － － 115 0.0 115

資産合計  544,293 100.0 637,077 100.0 92,784
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前事業年度 

（2006年２月20日現在） 
当事業年度 

（2007年２月20日現在） 
増減 
（△は減）

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額 
（百万円）

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１．買掛金 ※２ 48,378 58,170  9,791

２．短期借入金  1,300 14,400  13,100

３．1年以内返済予定の長期
借入金 

 38,300 58,800  20,500

４．1年以内償還予定の社債  － 10,000  10,000

５．コマーシャル・ペーパー  7,000 －  △7,000

６．未払金  4,863 5,291  427

７．未払費用  1,411 1,586  175

８．未払法人税等  9,367 10,061  693

９．前受収益  275 284  8

10．預り金  1,151 1,179  27

11．賞与引当金  184 185  1

12．役員賞与引当金  － 60  60

13．ポイント制度引当金  1,900 2,669  769

14．利息返還損失引当金  223 －  △223

15．その他  174 144  △30

流動負債合計  114,530 21.0 162,832 25.6 48,302

Ⅱ 固定負債    

１．社債  90,000 100,000  10,000

２．長期借入金  213,400 228,200  14,800

３．繰延税金負債  2,823 278  △2,545

４．利息返還損失引当金  － 6,965  6,965

５．退職給付引当金  － 40  40

６．その他  － 2,362  2,362

固定負債合計  306,223 56.3 337,847 53.0 31,624

負債合計  420,754 77.3 500,680 78.6 79,926
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前事業年度 

（2006年２月20日現在） 
当事業年度 

（2007年２月20日現在） 
増減 
（△は減）

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額 
（百万円）

（資本の部）    

Ⅰ 資本金 ※３ 15,466 2.8 － － －

Ⅱ 資本剰余金    

 １．資本準備金  17,046 －   

 ２．その他資本剰余金    

    自己株式処分差益  4 －   

資本剰余金合計  17,051 3.1 － － －

Ⅲ 利益剰余金    

 １．利益準備金  3,687 －   

 ２．任意積立金    

  （１）特別償却準備金  49 －   

  （２）別途積立金  51,995 －   

 ３．当期未処分利益  29,981 －   

   利益剰余金合計  85,713 15.8 － － －

Ⅳ その他有価証券評価差額金  5,396 1.0 － － －

Ⅴ 自己株式 ※４ △88 △0.0 － － －

    資本合計  123,539 22.7 － － －

    負債及び資本合計  544,293 100.0 － － －

    
（純資産の部）    

Ⅰ 株主資本    

 １．資本金  － － 15,466 2.4 －

 ２．資本剰余金    

  （１）資本準備金  － 17,046   

  （２）その他資本剰余金  － 6   

資本剰余金合計  － － 17,053 2.7 －

 ３．利益剰余金    

  （１）利益準備金  － 3,687   

  （２）その他利益剰余金    

     特別償却準備金  － 6   

     別途積立金  － 65,995   

     繰越利益剰余金  － 28,639   

   利益剰余金合計  － － 98,328 15.4 －

 ４．自己株式  － － △90 △0.0 －

    株主資本合計  － － 130,758 20.5 －

Ⅱ 評価・換算差額等合計    

その他有価証券評価差額金  － － 5,638 0.9 －

評価・換算差額等合計  － － 5,638 0.9 －

純資産合計  － － 136,396 21.4 －

負債純資産合計  － － 637,077 100.0 －
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②【損益計算書】 
  前事業年度 

（自 2005年２月21日 
至 2006年２月20日） 

当事業年度 
 （自 2006年２月21日 
   至 2007年２月20日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

対前年比
（％） 

Ⅰ 営業収益    

１．総合あっせん収益  27,397 32,896   120.1

２．個品あっせん収益  18 14   80.6

３．融資収益  78,119 88,599   113.4

４．融資代行収益  2,386 1,934   81.1

５．償却債権回収益  511 483   94.5

６．その他の収益 ※１ 1,301 1,213   93.2

７．金融収益    

受取利息  0 27   3,561.5

営業収益合計  109,736 100.0 125,169 100.0 114.1

Ⅱ 営業費用    

１．販売費及び一般管理費    

(1）広告・販売促進費  8,424 9,280   110.2

(2）ポイント制度引当金繰入額  1,900 2,669   140.5

(3）貸倒損失  440 195   44.4

(4）貸倒引当金繰入額  19,489 26,325   135.1

(5）利息返還損失引当金繰入額  － 4,786   －

(6）役員報酬  134 142   105.5

(7）従業員給与賞与  8,600 8,919   103.7

(8）福利厚生費  2,233 2,346   105.1

(9）賞与引当金繰入額  184 185   100.7

(10）役員賞与引当金繰入額  － 60   －

(11）退職給付費用  196 204   104.1

(12）通信交通費  7,011 6,981   99.6

(13）租税公課  2,099 2,354   112.1

(14）賃借料  2,432 2,698   110.9

(15）ＣＤ運営費  2,715 2,632   97.0

(16）支払手数料  8,936 10,481   117.3

(17）カード発行費  2,199 2,479   112.7

(18）減価償却費  2,052 2,384   116.2

(19）システム運用費  1,407 1,682   119.6

(20）その他  3,466 3,233   93.3

販売費及び一般管理費合計  73,926 67.3 90,045 71.9 121.8
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前事業年度 

（自 2005年２月21日 
至 2006年２月20日） 

当事業年度 
（自 2006年２月21日 
至 2007年２月20日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

対前年比
（％） 

２．金融費用    

(1）支払利息  3,605 4,615   128.0

(2）その他  203 30   14.9

金融費用合計  3,809 3.5 4,645 3.7 122.0

営業費用合計  77,735 70.8 94,691 75.6 121.8

営 業 利 益  32,001 29.2 30,478 24.4 95.2

Ⅲ 営業外収益    

１．受取配当金 ※２ 949 1,354   142.7

２．その他  28 26   94.7

営業外収益合計  977 0.9 1,381 1.1 141.3

Ⅳ 営業外費用    

１．固定資産除却損  32 112   347.2

２．事務所撤去費用  75 107   142.0

３．為替差損  21 8   40.3

４．その他  120 2   2.5

営業外費用合計  250 0.3 231 0.2 92.6

経 常 利 益  32,728 29.8 31,627 25.3 96.6
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前事業年度 

（自 2005年２月21日 
至 2006年２月20日） 

当事業年度 
（自 2006年２月21日 
至 2007年２月20日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

対前年比
（％） 

Ⅴ 特別利益    

１.投資有価証券売却益  604 387   64.1

２.吸収分割に伴う抱合せ株式
消滅益 

※３ － 325   －

３.会員権売却益  － 16   －

特別利益合計  604 0.5 729 0.6 120.6

Ⅵ 特別損失    

１.ソフトウェア除却損  520 231   44.4

２.ポイント制度引当金繰入額 ※４ 1,057 －   －

３.利息返還損失引当金繰入額 ※５ 223 2,400   1,075.4

特別損失合計  1,800 1.6 2,631 2.1 146.1

税引前当期純利益  31,532 28.7 29,725 23.7 94.3

法人税、住民税及び事業税  17,246 18,789   108.9

法人税等調整額  △4,770 △6,966   146.0

法人税等合計  12,475 11.3 11,823 9.4 94.8

当 期 純 利 益  19,056 17.4 17,902 14.3 93.9

前期繰越利益  12,755 －  －

中間配当額  1,830 －  －

当期未処分利益  29,981 －  －

    

 

③【利益処分計算書又は利益処分案】 
  前事業年度 

（株主総会承認日 
2006年５月16日） 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 

Ⅰ 当期未処分利益   29,981 

Ⅱ 任意積立金取崩高    

特別償却準備金取崩高   21 

合計   30,002 

Ⅲ 利益処分額    

１．配当金  2,876  

２．役員賞与金  57  

（内、監査役賞与金）  （   0）  

３．任意積立金    

別途積立金  14,000 16,933 

Ⅳ 次期繰越利益   13,069 
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④【株主資本等変動計算書】 
    当事業年度 （自 2006 年２月 21 日 至 2007 年２月 20 日）                             （単位：百万円） 

株主資本 

評価・

換算 

差額等

資本剰余金 利益剰余金 

その他利益剰余金 

 

資本金 資本

準備金 

その他 

資本 

剰余金 

資本 

剰余金 

合計 

利益

準備金

特別

償却

準備金

別途 

積立金

繰越 

利益 

剰余金

利益 

剰余金

合計 

自己 

株式 

株主 

資本 

合計 

その他

有価証

券評価

差額金

純資産

合計 

前事業年度末 

残高 
15,466 17,046 4 17,051 3,687 49 51,995 29,981 85,713 △88 118,142 5,396 123,539

事業年度中の 

変動額       

2006 年５月定時

株主総会にお

ける利益処分

による任意積

立金取崩項目 

    △21 21 -  - -

2006 年５月定

時株主総会に

おける利益処

分項目（注） 

    14,000 △16,933 △2,933  △2,933 △2,933

  剰余金の配当     △2,353 △2,353  △2,353 △2,353

特別償却準備

金の取崩 
    △21 21 -  - -

 当期純利益     17,902 17,902  17,902 17,902

 自己株式の取得     △4 △4 △4

 自己株式の処分   1 1 2 4 4

株主資本以外

の項目の事業

年度中の変動

額(純額) 

      242 242

事業年度中の 

変動額合計 
- - 1 1 - △43 14,000 △1,341 12,615 △1 12,615 242 12,857

当事業年度末 

残高 
15,466 17,046 6 17,053 3,687 6 65,995 28,639 98,328 △90 130,758 5,638 136,396

（注） 2006 年５月定時株主総会における利益処分項目は次のとおりであります。 

      利益処分額 

１．配当金 2,876 百万円 

２．役員賞与金 57 百万円 

３．任意積立金  

別途積立金 14,000 百万円 

合計 16,933 百万円 
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重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 2005年２月21日 
至 2006年２月20日） 

当事業年度 
（自 2006年２月21日 
至 2007年２月20日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

（子会社株式及び関連会社株式） 

移動平均法による原価法 

（子会社株式及び関連会社株式） 

 同    左 

 （その他有価証券） （その他有価証券） 

 ・時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処  

理し、売却原価は移動平均法により算

定） 

・時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

・時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により 

処理し、売却原価は移動平均法により

算定） 

・時価のないもの 

同    左 

２．デリバティブの評価基準

及び評価方法 

３．固定資産の減価償却の方法

時価法によっております。 同    左 

(1）有形固定資産 経済的耐用年数に基づく定額法 同    左 

 主な資産の経済的耐用年数として、下記

の年数を採用しております。 

ＣＤ（キャッシュディスペンサー）４年

 

(2）無形固定資産 自社利用のソフトウェアについては社内

における利用可能期間（５年以内）に基

づく定額法によっております。 

同    左 

４．繰延資産の処理方法 

  社債発行費 

 

 

 

支出時に全額費用として処理しておりま

す。 

 

 

 

社債の償還までの期間にわたり利息法に

より償却しております。 

（会計方針の変更） 

従来、社債発行費は支出時に費用処理し

ておりましたが、当事業年度より、社債

発行費を繰延資産として計上し、社債の

償還までの期間にわたり利息法により償

却する方法に変更しております。この変

更は、社債発行費についても社債利息と

同様に資金調達コストの一部を構成する

と考えられることから、「繰延資産の会

計処理に関する当面の取扱い」（実務対

応報告第19号 平成18年８月11日）の適

用を契機に、利息法で期間配分すること

により、一層の期間損益計算の適正化を

はかるために行ったものであります。 

この結果、従来の方法によった場合と比

較し、当事業年度の営業利益、経常利益

及び税引前当期純利益は、それぞれ115

百万円多く計上されております。 

 

５．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為

替相場により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しております。 

同    左 

 

６．引当金の計上基準   

(1）貸倒引当金 営業債権等の貸倒れによる損失に備え、

一般債権及び貸倒懸念債権毎にそれぞれ

過去の貸倒実績等を勘案して定めた一定

の基準により算出した必要額を計上して

おります。 

同    左 
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項目 
前事業年度 

（自 2005年２月21日 
至 2006年２月20日） 

当事業年度 
（自 2006年２月21日 
至 2007年２月20日） 

(2）賞与引当金 従業員に対する賞与に備え、支給見込額

のうち当期に対応する負担額を計上して

おります。 

同    左 

(3）役員賞与引当金              役員に対する賞与に備え、支給見込額を

計上しております。 

（会計方針の変更） 

当事業年度より、「役員賞与に関する

会計基準」（企業会計基準委員会 平

成 17年 11月 29日 企業会計基準第４

号）を適用しております。 

この結果、従来の方法によった場合と比

較し、営業利益、経常利益及び税引前当

期純利益がそれぞれ60百万円減少してお

ります。 

(4) ポイント制度引当金 

 

 

 

当社が実施するポイント制度において、

カード会員に付与したポイントの使用に

より発生する費用負担に備え、当事業年

度末における将来使用見込額を計上して

おります。 

同    左 

(5）利息返還損失引当金 

 

将来の利息返還の請求に備え、過去の返

還実績等を勘案した必要額を計上しており

ます。 

（追加情報） 

従来、支払時に費用処理していた利息の

返還額については、2006年1月に「貸金業

の規制等に関する法律」第43条（みなし弁

済規定）に関する最高裁判決が出されたこ

と、利息の返還額に金額的重要性が増して

きたことを鑑み、また、日本公認会計士協

会より「「貸金業の規制等に関する法律」の

みなし弁済規定の適用に係る最高裁判決

を踏まえた消費者金融会社等における監

査上の留意事項について」（日本公認会計

士協会リサーチ・センター審理情報［No.24］

平成18年３月15日）が公表されたことを踏

まえ、当事業年度より、将来の利息返還請

求により発生すると見込まれる額を引当計

上しております。なお、この変更により従来

と比較して、税引前当期純利益は223百万

円減少しております。 

将来の利息返還の請求に備え、過去の返

還実績等を勘案した必要額を計上しており

ます。 

（追加情報） 

「消費者金融会社等の利息返還請求によ

る損失に係る引当金の計上に関する監査

上の取扱い」（日本公認会計士協会 平成

18年10月13日 業種別委員会報告第37

号）が公表され、利息返還損失引当金の算

定方法及び合理的見積期間の考え方が整

理されたことを受け、当事業年度より当該

引当金計上額の見積方法を変更するととも

に、固定負債に区分表示しております。 

なお、期首時点における当該報告に基づく

引当金計上額と前事業年度の見積方法に

よる引当金計上額（期首貸倒引当金からの

振替額1,430百万円を含む）との差額2,400

百万円は特別損失に計上しております。 

 

(6）退職給付引当金 

 

従業員の退職給付に備え、当期末におけ

る退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき当期末において発生していると認

められる額を計上しております。 

数理計算上の差異は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により翌期から費

用処理することとしております。 

同    左 
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項目 
前事業年度 

（自 2005年２月21日 
至 2006年２月20日） 

当事業年度 
（自 2006年２月21日 
至 2007年２月20日） 

７．収益の計上基準 

(1）総合あっせん 

  

① 加盟店手数料 加盟店への立替払実行時に一括して計上

しております。 

同    左 

② 顧客手数料 残債方式による期日到来基準に基づき計

上しております。 

同    左 

(2) 個品あっせん   

① 加盟店手数料 加盟店への立替払実行時に一括して計上
しております。 

同    左 

② 顧客手数料 均分法による期日到来基準に基づき計上
しております。 

同    左 

(3) 融資 残債方式による発生主義に基づき計上し
ております。 

同    左 

８．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると
認められるもの以外のファイナンス・リ
ース取引については、通常の賃貸借取引
に係る方法に準じた会計処理によってお
ります。 

同    左 

９．ヘッジ会計の方法 
(1) ヘッジ会計の方法 
 
 

 
繰延ヘッジ処理によっております。また、
特例処理の要件を満たす金利スワップ取
引については、特例処理によっておりま
す。 

 
同    左 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

 

ヘッジ対象は借入金の金利変動リスクで

あり、これに対応するヘッジ手段は金利

スワップ及び金利オプション取引であり

ます。 

同    左 

(3) ヘッジ方針 

 

当社の規定に基づき、財務活動に係る金

利変動リスクをヘッジする目的に限定し

てデリバティブ取引を行っております。

同    左 

 

(4) ヘッジ有効性の評価方法 ヘッジ開始時から有効性判定時点までの

期間において、ヘッジ対象とヘッジ手段

のキャッシュ・フロー変動の累計を比較

し、両者の変動額を基礎にして有効性を

評価しております。ただし、特例処理に

よっている金利スワップについては、有

効性の評価を省略しております。 

同    左 

10．消費税等の会計処理方法 消費税等の会計処理は、税抜方式によっ

ております。 

ただし、資産に係る控除対象外消費税等

は、長期前払消費税等として投資その他

の資産の「その他」に計上し、法人税法

の規定に定める期間で償却しておりま

す。 

同    左 
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会計処理の変更 

前事業年度 
（自 2005年２月21日 
至 2006年２月20日） 

当事業年度 
（自 2006年２月21日 
至 2007年２月20日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に

係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議

会 平成 14 年８月９日））及び「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第６号 

平成 15 年 10 月 31 日）が 2004 年３月 31 日以降に終了

する事業年度に係る財務諸表から適用できることにな

ったことに伴い、当事業年度から同会計基準及び同適

用指針を適用しております。これによる損益に与える

影響はありません。 
      

                       

 

 

 

                     （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 平

成17年12月９日）を適用しております。 

従来の資本の部の合計に相当する金額は、136,396百万円

であります。 

なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度にお

ける貸借対照表の純資産の部については、改正後の財

務諸表等規則により作成しております。 
 

                     （企業結合に係る会計基準） 

当社は、2007 年２月 20 日付で当社の 100％子会社であ

るエヌ・シー・エス興産株式会社の事業の一部を吸収

分割しておりますが、当該取引については「企業結合

に係る会計基準」（「企業結合に係る会計基準の設定

に関する意見書」（企業会計審議会 平成 15 年 10 月

31 日））及び「事業分離等に関する会計基準」（企業

会計基準第７号 平成 17 年 12 月 27 日）を適用してお

ります。 
 

 
表示方法の変更 

前事業年度 
（自 2005年２月21日 
至 2006年２月20日） 

当事業年度 
（自 2006年２月21日 
至 2007年２月20日） 

（貸借対照表関係） 

 従来、無形固定資産に個別掲記していた「ソフトウェア

 仮勘定」は、当事業年度末においてソフトウェアの金額

 に占める重要性がなくなったため、無形固定資産の「ソ

 フトウェア」に含めて表示しております。なお、当事業

 年度末における当該金額は 320 百万円であります。 
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追加情報 

前事業年度 
（自 2005年２月21日 
 至 2006年２月20日） 

当事業年度 
（自 2006年２月21日 
 至 2007年２月20日） 

（外形標準課税） 

「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律第

９号）が2003年３月31日に公布され、2004年４月１日以

後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入され

たことに伴い、当事業年度から「法人事業税における外

形標準課税部分の損益計算書上の表示についての実務上

の取扱い」（平成16年２月13日 企業会計基準委員会  

実務対応報告第12号）に従い、法人事業税の付加価値割

及び資本割については、販売費及び一般管理費の「租税

公課」に計上しております。 

この結果、販売費及び一般管理費の「租税公課」が261   

百万円増加し、営業利益、経常利益及び税引前当期純利  

益がそれぞれ同額減少しております。 
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注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（2006年２月20日現在） 

当事業年度 
（2007年２月20日現在） 

※１．割賦売掛金及び営業貸付金 ※１．割賦売掛金及び営業貸付金 

（１）部門別の割賦売掛金残高は次のとおりであります。（１）部門別の割賦売掛金残高は次のとおりであります。
 

部門別 金額（百万円） 

総合あっせん 148,688 

個品あっせん 132 

合計 148,821 

  

 

部門別 金額（百万円） 

総合あっせん 197,099 

個品あっせん 112 

合計 197,211 

  
（２）営業貸付金に含まれる信託受益権 

当期末の営業貸付金残高には、債権流動化に伴い

当社が保有した信託受益権5,714百万円が含まれ 

ております。 

 （３）割賦売掛金の売却取引 

   当期において、割賦売掛金のうちカードショッピン

グ（総合あっせん）の１回払い債権の一部（50,000

百万円）をコンチェルト・レシーバブルズ・コーポ

レーションに売却しております。 

（２）営業貸付金に含まれる信託受益権 

    当期末の営業貸付金残高には、債権流動化に伴い

当社が保有した信託受益権6,165百万円が含まれ  

ております。 

（３）割賦売掛金の売却取引 

当期において、割賦売掛金のうちカードショッピン

グ（総合あっせん）の１回払い債権の一部（40,217

百万円）をコンチェルト・レシーバブルズ・コーポ

レーションに売却しております。 
      
※２．関係会社に対する資産及び負債 ※２．関係会社に対する資産及び負債 
  

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対する資産及び負債は次のとおりであ

ります。 

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対する資産及び負債は次のとおりであ

ります。 

買掛金 5,758百万円
 

買掛金 7,379百万円
 

※３．会社が発行する株式及び発行済株式の総数 ※３．  
 

授権株式数（普通株式） 180,000,000株

発行済株式数（普通株式） 52,322,336株
  

 
 

 
  

※４．当社が保有する自己株式の数は、普通株式17,642

株であります。 

※４．  
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前事業年度 
（2006年２月20日現在） 

当事業年度 
（2007年２月20日現在） 

 ５．偶発債務  ５．偶発債務     

  経営指導念書等 

主要な関係会社の資金調達に関連して、親会社

として各社の健全な財政状態の維持責任を負

うこと等を約した経営指導念書等を金融機関

に差入れております。 

なお、上記の経営指導念書等のうち、「債務保

証及び保証類似行為の会計処理及び表示に関

する監査上の取扱い」（平成11年２月22日 日

本公認会計士協会監査委員会報告第61号）に基

づく保証類似行為に該当するものはありませ

ん。 

  経営指導念書等 

同     左 

  ６．当座貸越契約、借入コミットメント契約及び貸出

コミットメント契約 

（１）当座貸越契約及び借入コミットメント契約 

   当社は運転資金の効率的な調達を行うため、

取引銀行数行と当座貸越契約及び借入コミッ

トメント契約を締結しております。これらの

契約に基づく借入未実行残高は次のとおりで

あります。 

当座貸越及び借入コミットメント極度額 41,450百万円 

借入実行額 800百万円 

差引：借入未実行残高 40,650百万円 

（２）貸出コミットメント契約 

   当社はクレジットカード業務に附帯するキ

ャッシング業務等を行っております。当該業

務における貸出コミットメントに係る貸出未

実行残高は次のとおりであります。 

貸出コミットメントの総額 3,989,053百万円 

貸出実行額 338,645百万円 

差引：貸出未実行残高 3,650,407百万円 

なお、上記には、流動化の対象とした債権に係

る金額を含んでおります。 

また、上記貸出コミットメント契約においては､

借入人の資金使途、信用状態等に関する審査が貸

出の条件となっているため、必ずしも全額が貸出

実行されるものではありません。 

  ６．当座貸越契約、借入コミットメント契約及び貸出

コミットメント契約 

（１）当座貸越契約及び借入コミットメント契約 

   当社は運転資金の効率的な調達を行うため、

取引銀行数行と当座貸越契約及び借入コミ

ットメント契約を締結しております。これら

の契約に基づく借入未実行残高は次のとお

りであります。 

当座貸越及び借入コミットメント極度額 39,600百万円 

借入実行額 -百万円 

差引：借入未実行残高 39,600百万円 

（２）貸出コミットメント契約 

   当社はクレジットカード業務に附帯するキ

ャッシング業務等を行っております。当該業

務における貸出コミットメントに係る貸出

未実行残高は次のとおりであります。 

貸出コミットメントの総額 4,661,111百万円 

貸出実行額 374,082百万円 

差引：貸出未実行残高 4,287,029百万円 

なお、上記には、流動化の対象とした債権に係

る金額を含んでおります。 

また、上記貸出コミットメント契約においては､

借入人の資金使途、信用状態等に関する審査が貸

出の条件となっているため、必ずしも全額が貸出

実行されるものではありません。 

 ７．配当制限 

商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は5,396

百万円であります。 

  ７． 
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（損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 2005年２月21日 
至 2006年２月20日） 

当事業年度 
（自 2006年２月21日 
至 2007年２月20日） 

※１．その他の収益 ※１．その他の収益 

その他の主なものは会員誌購読料555百万円であ

ります。 

その他の主なものは会員誌購読料572百万円であ  

ります。 

※２．営業外収益には関係会社との取引に係るものが次

のとおり含まれております。 

※２．営業外収益には関係会社との取引に係るものが次

のとおり含まれております。 
 

受取配当金 866百万円
  

 
受取配当金 1,260百万円

  
※３.  ※３. 当社の100％子会社であるエヌ・シー・エス興産株

式会社を分割会社とし、当社を承継会社とする分

割型吸収分割を行ったことにより生じたものであ

ります。 

※４．過年度に付与したポイントの使用に対応したもの

であります。 

※４．   

※５.  

 

 

※５．「消費者金融会社等の利息返還請求による損失に係

る引当金の計上に関する監査上の取扱い」（日本公認

会計士協会 平成18年10月13日 業種別委員会報告

第37号）が公表されたことを踏まえ、期首時点におけ

る当該報告に基づく引当金計上額と前事業年度の見

積方法による引当金計上額（期首貸倒引当金からの

振替額1,430百万円を含む）との差額を計上したもので

あります。 

 

６．部門別取扱高 

  総合あっせん   1,294,645百万円 

  個品あっせん      215百万円 

  融資        480,698百万円 

  融資代行      174,036百万円 

  その他          35百万円 

      合計      1,949,631百万円 

 

６．部門別取扱高 

  総合あっせん   1,516,639百万円 

  個品あっせん      184百万円 

  融資        521,640百万円 

  融資代行      141,750百万円 

  その他          33百万円 

       合計      2,180,248百万円 

 

（株主資本等変動計算書関係） 
 当事業年度 （自 2006 年２月 21 日 至 2007 年２月 20 日） 

  自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
前事業年度末株式数 

（株） 

当事業年度増加株式

数（株） 

当事業年度減少株式

数（株） 

当事業年度末株式

数（株） 

普通株式 （注） 17,642 36,712 1,585 52,769

合計 17,642 36,712 1,585 52,769

（注）普通株式の自己株式の増加 36,712 株は、2006 年２月 21 日付で１株につき３株の割合で株式分割したことに伴

う 35,284 株の増加及び単元未満株式の買取りによる 1,428 株の増加であり、減少の 1,585 株は売却によるも

のであります。 
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（リース取引関係）        

前事業年度 
（自 2005年２月21日 
至 2006年２月20日） 

当事業年度 
（自 2006年２月21日 
至 2007年２月20日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

（借主側） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

（借主側） 

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 
 

 
取得価額 
相当額 
（百万円） 

 減価償却
累計額 
相当額 
（百万円） 

期末残高
相当額 
（百万円）

車両運搬具 132  44  87 

器具備品 2,368  1,018  1,349 

ソフトウェア 195  105  90 

合計 2,696  1,168  1,528 
  

 

 
取得価額 
相当額 
（百万円）

 減価償却
累計額 
相当額 
（百万円） 

期末残高 
相当額 
（百万円）

車両運搬具 172  96  76 

器具備品 2,590  1,596  993 

ソフトウェア 194  149  45 

合計 2,958  1,842  1,116 
  

（２）未経過リース料期末残高相当額等 

   未経過リース料期末残高相当額 

（２）未経過リース料期末残高相当額等 

   未経過リース料期末残高相当額 
 
１年内 655百万円

１年超 896百万円

 合計 1,551百万円
  

 
１年内 592百万円

１年超 537百万円

 合計 1,130百万円
  

（３）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

（３）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 
 

支払リース料 670百万円

減価償却費相当額 640百万円

支払利息相当額 27百万円
  

 
支払リース料 716百万円

減価償却費相当額 698百万円

支払利息相当額 20百万円
  

（４）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法により算出しております。 

（５）利息相当額の算出方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

（４）減価償却費相当額の算定方法 

同    左 

 

（５）利息相当額の算出方法 

         同    左 

２．オペレーティング・リース取引 

（借主側） 

 未経過リース料 

１年内 9百万円

１年超 4百万円

 合計 13百万円

 
（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はありません。 

２．オペレーティング・リース取引 

（借主側） 

 未経過リース料 

１年内 6百万円

１年超 5百万円

 合計 12百万円

 
（減損損失について） 

          同    左 

（有価証券関係） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

前事業年度（2006年２月20日現在） 当事業年度（2007年２月20日現在） 

 貸借対照表
計上額 
（百万円） 

時価 
（百万円）

差額 
（百万円）

貸借対照表
計上額 
（百万円）

時価 
（百万円） 

差額 
（百万円）

子会社株式 2,365 28,249 25,883 2,649 37,492 34,842 

合計 2,365 28,249 25,883 2,649 37,492 34,842 

 （注）上記株式は、AEON CREDIT SERVICE（ASIA）CO.,LTD.及び AEON THANA SINSAP（THAILAND）PLC．であります。 
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（税効果会計関係） 

前事業年度 
（自 2005年２月21日 
至 2006年２月20日） 

当事業年度 
（自 2006年２月21日 
至 2007年２月20日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳 １．繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳 

(1）流動の部 (1）流動の部 

繰延税金資産 繰延税金資産 

  
割賦売掛金及び営業貸付金 3,885百万円

未収収益 619百万円

貸倒引当金 3,473百万円

ポイント制度引当金 767百万円

未払事業税 631百万円

利息返還損失引当金 90百万円

その他 159百万円

繰延税金資産合計 9,627百万円
 

  
割賦売掛金及び営業貸付金 2,923百万円

未収収益 781百万円

貸倒引当金 8,101百万円

ポイント制度引当金 1,078百万円

未払事業税 751百万円

その他 248百万円

繰延税金資産合計 13,885百万円
 

(2）固定の部 (2）固定の部 

繰延税金資産 繰延税金資産 

  
有形固定資産 398百万円

一括償却資産 6百万円

ソフトウェア 165百万円

投資有価証券 57百万円

長期前払費用 177百万円

その他 109百万円

繰延税金資産小計 915百万円

評価性引当額 △46百万円

繰延税金資産合計 868百万円

 
 

  
利息返還損失引当金 2,814百万円

有形固定資産 392百万円

一括償却資産 24百万円

ソフトウェア 115百万円

長期前払費用 124百万円

その他 123百万円

繰延税金資産小計 3,594百万円

評価性引当額 △46百万円

繰延税金資産合計 3,547百万円

繰延税金負債との相殺 △3,547百万円

繰延税金資産の純額 －百万円
 

繰延税金負債 繰延税金負債 

前払年金費用 14百万円

特別償却準備金 19百万円

その他有価証券評価差額金 3,657百万円

繰延税金負債合計 3,691百万円

繰延税金負債の純額 2,823百万円
 

特別償却準備金 4百万円

その他有価証券評価差額金 3,822百万円

繰延税金負債合計 3,826百万円

繰延税金資産との相殺 △3,547百万円

繰延税金負債の純額 278百万円
 

  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異原因 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異原因 
 

法定実効税率 40.4％
  

 
法定実効税率 40.4％

  
（調整） （調整） 

 
受取配当金等の一時差異でない項目 0.3％

外国税額控除 △0.3％

住民税均等割 0.3％

IT投資減税 △1.2％

その他  0.1％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 39.6％

 
 

 
受取配当金等の一時差異でない項目 0.2％

外国税額控除 △0.4％

住民税均等割 0.3％

IT投資促進税制及び情報基盤強化税制 

による減税 

△0.5％

吸収分割に伴う抱合せ株式消滅益 △0.4％

その他 0.2％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 39.8％
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（１株当たり情報） 

項目 
前事業年度 

（自 2005年２月21日 
至 2006年２月20日） 

当事業年度 
（自 2006年２月21日 
至 2007年２月20日） 

１株当たり純資産額 2,360円82銭 869円25銭 

１株当たり当期純利益 363円24銭 114円09銭 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 

潜在株式が存在しないため記載して 

おりません。 

同   左 

 

（注） １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

項目 
前事業年度 

（自 2005年２月21日 
至 2006年２月20日） 

当事業年度 
（自 2006年２月21日 
至 2007年２月20日） 

当期純利益（百万円） 19,056 17,902 

普通株主に帰属しない金額（百万円）   57   － 

（うち役員賞与金） （    57） （     －） 

普通株主に係る当期純利益（百万円） 18,999 17,902 

期中平均株式数（株） 52,305,330 156,914,060 

 

（重要な後発事象） 

前事業年度 
（自 2005年２月21日 
至 2006年２月20日） 

当事業年度 
（自 2006年２月21日 
至 2007年２月20日） 

2006年１月12日開催の取締役会の決議に基づき、次の

ように株式分割による新株式を発行しております。 

１．分割日 

  2006年２月21日 

２．分割により増加する株式数 

普通株式  104,644,672株 

３．分割方法 

2006年２月20日最終の株主名簿及び実質株主名簿

に記載または記録された株主の所有株式数を、

１株につき３株の割合をもって分割いたしました。

 ４．配当起算日 

   2006年２月21日 

５．当社が発行する株式の総数 

    2006年２月21日付をもって当社定款を変更し、

発行する株式の総数を 180,000,000 株 から

360,000,000株増加して540,000,000株に変更い

たしました。 
   
当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合

の前事業年度における１株当たり情報及び当期首

に行われたと仮定した場合の当事業年度における

１株当たり情報は、それぞれ以下のとおりとなりま

す。 

  前事業年度   当事業年度 

１株当たり純資産額 

677円30銭 

１株当たり純資産額 

     786円94銭 

１株当たり当期純利益 

     107円42銭 

１株当たり当期純利益

     121円８銭 

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益 

潜在株式が存在しない

ため記載しておりませ

ん。 

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益 

  同   左 
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（役員の異動） 2007 年５月 15 日付 

 

１．新任取締役及び新任監査役候補 

  取締役     浅沼 清保（現 業務推進本部長） 

 監査役（非常勤）若林 秀樹（現 イオン㈱財経本部長兼財務部長） 

  ※監査役候補の若林氏は、会社法第２条第 16 号に規定する社外監査役候補であります。 

 

２．役付取締役の変更 

  常務取締役   河田 和彦（現 取締役営業本部長） 

 

３．退任取締役及び退任監査役 

  取締役     葛西  謙 

  監査役（非常勤）原 周一郎 

 
 


